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解説
本論文は HelenMeier女史， United Cerebral Palsy Association of San Francisco (サンフランシスコ
米国能性麻痩協会)の， i Accessible Public Transit - A History and Overview of Accessible Transit 
Provision in United StatesJ， 1981年を翻訳したものである。
主たる内容は障害者・老人の交通問題に関して，米国の最もアクテイブな10年間 (1970-1980年)に
ついて記述したものである o 米国の60年代は障害者・老人の交通問題に多少の動きはあったが本格的な
ものではなかった。 70年代に入ってリハビリテーション法成立(1973年，交通もこの一部として扱われ
た)以後，交通への波及は加速度を増し激動の70年代の契機となった。そして80年代は，都市大量交通
法 (UrbanMass Transportation Administration ; UMT A， 1979年DOT(運輸省)504条)によって福祉
部局から運輸省の取り組みに移されて504条の議論(方法による見解の違い)が交されながらも発展し
てきた。
我国では障害者・老人の交通問題に関してその実践と研究の歴史が極めて浅く，事例としても，研究
論文としてもその成果は少ない。著者が研究を開始した80年代初めには交通問題に関する高令者並ぴに
障害者の論文は，研究の緒に着いたばかりであった。そして現在も欧米と比べると実践・研究とも取り
組みが遅れていると言わざるを得ない。
本論を翻訳した意図は，米国の情報が断片的で体系的な情報がほとんどないこと，あるいは，日本にお
ける障害者・老人の交通対策に何等かの参考になり得ると考えたからである O
行政主導型の米国，行政がリードしながらもボランティアのエネルギーをうまく発酵させた英国，そ
して各国の先例としての福祉先進国の北欧の取組みなど各国の比較研究の上に，日本に合った老人・障
害者の交通対策の方法が模索されることを期待したい。本論文の紹介はその第一歩である。
本論で用いる[ 】は訳者の説明である。
*東京都立大学都市研究センター・工学部
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1. はじめに
10年前，アメリカではもうひとつの市民権を求
める運動一一障害者の団体 が誕生した。障害
者は自立生活の権利，教育[制度が不充分1を受
ける権利，彼らが地域の中で生活可能な障害者自
身が利用できる交通システム，住宅や環境を整備
する権利などを求めて闘った。彼らは黒人や婦人
運動よりも，目立たない少数派として立ち上がっ
た。しかし10年の聞に，力強い発言力のある政治
的なグループに成長し，非常に大きな一歩を踏み
出すことに成功した 0，
公共交通は，一般市民が都市や郊外の行政サー
ビスの一部だと思っているものである。アメリカ
国民の大部分にとって，公共交通は主要な外出手
段である。とりわけ都市に住む貧困者層の外出を
可能にし，又自家用車を持たない層の通勤手段や
余暇活動の足となる。公共交通は，不足ぎみの燃
料資源を浪費する習慣を変える点で国家的必要性
にも合致してよう。
障害者にとって，公共交通を使えないという移
動障壁は，市民権の喪失や就労の困難と同等であ
るO 多くの障害者が公共交通を使うことができな
いように，交通システムはその利用の困難さや使
いにくさ，肉体的な危険をも伴ってしか使えない
ように設計されている。自家用車を持たない障害
者にとっては，アクセシブルな{利用し易い，近
づき易い:例えばパス，鉄道などの乗降が可能と
なること]公共交通を利用できることが移動でき
るということである O
障害者すなわち「交通機関の利用が困難を伴う
人」のための公共交通の施設の歴史と現状がこの
研究のテーマである。
障害者のニード[交通機関の利用困難を伴う障
害者のための公共交通手段]に対して，交通施設
を整備する側は，伝統的に障害者の必要性を考え
て計画してこなかった。ほんの10年前まで [1960
年代の後半のこと1障害者のための公共交通は
何もなかったのである O 彼らは，経済的にそして
物理的に利用可能な交通手段に頼らなければなら
なかった。ソーシャルサービスの施設[社会福祉
施設等]の利用者のためには，限られた交通サー
ピス{例えばリフト付パスなどの送迎lを行って
いたソーシャルサービスの機関がいくつかあっ
た。しかし大部分の障害者は，何の交通手段もな
くとり残されたままであった。
社会にとり残された樟害者に対する交通サービ
スは，交通施設を整備する側の責任として見られ
ていなかったため，障害者は交通サービスの欠知
を顕在化させ，彼らの市民権のために法律上の制
度化を要求するために，政治的な闘いを企てた。
この政治的な行動は国民の関心をこの問題に向け
させ，法律上の変革を押し進めるのに必要であっ
た。法律が支持され実施されるのを見守ることは，
今でもなお必要である。
この政治的闘いは，不幸な状況に至った。それ
は，既存システムやデモストレーションプロジェ
クトの研究の分析に対して感情的な偏見を持込ん
だことによって計画とサービスの普及を阻害して
きたことである。
1980年，アメリカにおいて，すべての障害者が
何らかの適切な公共交通のアクセシピリティを確
保した地域はまだほとんどなかった。
障害者のための主な交通手段は以下の 2つ:①
パラトランジットシステム[ドアトードアの送迎
を中心とした比較的小型のパンや乗用車などを用
いた障害者・老人等にサービスする交通手段であ
る;Paratransitsystems】と②定路線のアクセシブ
ルなシステム[例えば一般の路線パスにリフトや
スロープ等を付けて障害者・老人などのハンデイ
キャップ者も利用可能にした交通手段である。地
下鉄等の例もあるが，ここでは主としてパスを意
味することが多い。路線パスと呼ぶこともある，
fixed route accessible systems)である。研究の
焦点は24団体のパラトランジットシステムのデー
タを集めることによって，多くの場合パラトラン
ジットのデータは実際の費用を正確には表わして
ないことがわかった。さらにパラトランジットは，
障害者以外の乗客に対するサービスと同じレベル
のサービスを障害者に供給することができない。
この研究は，障害者のための交通施設に関して
1970年一1980年を概観したものである。様々な利
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害関係団体を研究し，これらのグループ聞に展開ー
する相互作用のあとをたどることによって，障害
者にとっての交通問題を説明することができょ
う。さらに，どこに問題が起こっているのか，そ
して各々異なった計画目標と異なった関心に基づ
く計画の仕組みが，望ましい交通施設の供給をど
のように妨げてきたかを示している。
この研究は以下の6点に要約できる。
①障害者による運動の歴史
②障害者の各々のグループが利用困難な交通施設
の定義と，障害者自身の交通のニードと政治的
な掛かわり合いについて
③交通施設供給者[パス会社等]，政府機関，交
通施設製造業者を含む利害関係者の団体につい
て
④アクセシブルな交通施設の供給に関する法律の
歴史
⑤アクセシブルな交通施設の技術と供給に関する
歴史と現状
⑥結論
一一一TransitDiservedとは一一一
ITransit dysfunctionaU【交通そのもの
の機能不良]や Itransit handicappedJ 
[交通上のハンデイキャップ者]は，老
人や障害者[すなわち定路線公共交通の
伝統的な形態を使うことができないか，
もしくは使えるとしても困難を伴う
人々]を扱った文献においてはよく使わ
れる言葉である。人ではなくてシステム
が機能不良 (dysfunctional)なのだ。
I disabled transit disservedJ [交通機関
の利用困難を伴う障害者]や Itransit 
disservedJ [利用困難な交通機関1とい
う言葉は，このレポートにおいては
ITransit dysfunctionaU ゃ Itransit
handicappedJという言葉に取Q て代わっ
て使われている。それは， disability [能
力障害1以外の理由で適切な公共交通
サービスを受けていない他の人々を含む
ということは意味していない。
2. 障害者運動の歴史
伝統的に，ハンディキャッフ。を持った人々は，
単にパスの背後{パスが乗降できないということ
だけでなく]にではなく，社会の本流 (main
streeming)から全く見えないところに隠されて
きた。 1960年代の初頭までは，障害のある子供は
特別な学校に行かされたり(それらの学校は障害
者に教育するのは先見の明があるとして，進歩的
だと考えられていた)，学校に行けないから家で
教えられたり，社会で「特殊な子供Jと呼ばれて
いる子供たちの世話をしているという「重荷」か
ら家庭を守るために制度化された。
ベトナムの内政に干渉するという米国の決定
は，長い歴史の中で米国社会を大きく揺り動かし
た。若い世代の急進化と一緒に，この年齢層内の
少数者のサプグルーフ。の急進化が起った。障害者
は，それらのサブグループのうちの 1つであった。
米国中の多くの地域における障害者の運動と自
己鼓吹は1960年代始めまでさかのぼることができ
る。この増大する自己を重んずることや自己価値
の理解は，様々な方法で明らかになり始めた。
楽に勝ちとられないのは自己を重んずることで
ある。障害のある活動家でもある 1人の行政官は，
簡単に1950年代の予想を取り消した。「それは本
当にアクセシビリティという問題ではなかった。
問題は，私がやはり社会に属していなかったとい
うことだ。我々はその基本的な考え方を受け入れ
た。」彼は，障害者がひどい差別に直面するひと
つの分野として教育を引用している。「子供は学.
校に行くことになっている，と述べた法律がある。
それがハンディキャップを持つ子供のこととなる
と，人々はうまくその問題から逃げてしまう O し
かも何の疑いもなく，法律がハンデイキャップを
持った子供を「子供jとして考えてないのだ。」
彼は6才から16才の問，彼を収容した施設につ
いて語った。この学校は当時モデルと考えられて
いた。 6才で施設に収容されるとはどのようなこ
とだったのだろうか?
私はそれが起こった日から今日までを思
い出すことができる。それは完全に明白
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だ。我々は家から施設まで350マイルを
車で行った。家族が私を待合室に置いて
「ではさようならjを言い，実際に帰っ
てしまうまで，私には何が起ころうとし
ているのかわからなかった。施設には古
い木のテーブル，金属の椅子，部屋のす
みの高いところにテレビがあり，かっこ
うの巣 [fかっのうの巣の上でJ;精神病
棟をテーマにした1970年代後半の映画で
精神病棟の非人間的扱いをしている状況
の比聡]のような環境であった。私は，
もし89才まで生きるとしても，あの知覚
は決して消え去ることはないだろうと
思った。それは今でも決して消え去って
ない。
施設で10年間過ごした後，彼は自分が完全に施
設に慣らされた自分，すなわち「反抗的なふるま
いを十分に持った，制度によって取り扱うことが
できない者になった」ことを感じている。
そこから彼ゃ外傷性の差別を経験した何千人も
の子供たちは.16歳後半から17歳初頭にかけて高
校や大学へ行った。彼らは教育を受け，急進化し
た障害者の新しい潮流であった。彼らは，自分た
ちを普通の人々からひき離し[差別 (otherthan) ] 
て扱った社会の現実をすでに経験していた。彼ら
は黒人たちの闘いを観るとともに，かつ関心を示
した。彼らは市民権運動からも学んだ。
1960年代に入っても，アクセシブルにキャンパ
スが改善されて重度障害者を受け入れる大学はま
だほんの少ししかなかヲた。これらの大学のキャ
ンパスは，障害者の活動のための拠点となる傾向
にあった。
カリフォルニアでは，障害者の自己擁護の拠点
は，カリフォルニアのパークレー大学であった。
f1962年には，エド・ロパーツ (EdRoberts.現
在はカリフォルニアのリハビリテーション部の主
任{日本にも1982年の自立生活セミナーに参加し，
かつ 5ヶ月間帯在した。])彼は小児麻棒以後の
四肢麻棒患者が最初に大学に入るのを許可された
重度障害者の一人となった。J1969年までには，
エド・ロパーツと学内病院の一角に住んでいた1
人の学生が共同して，相互に援助するグループと
な句堅i結束した。まもなく彼らのうち多くは大
学から去っていった。
彼らは，地域の行政機関が障害者を援助するた
めに適切なサービスを提供してくれれば，社会の
中で独立して生活することができる，と考えた。
彼らが持っていた障害者の自治の概念や，この夢
を実現しようとする政治的活動が，カリフォルニ
アにおける障害者の自立生活の基盤となった。
ノfー クレーに自立生活センター (Centerfor Inde-
pendent Living [日本では CILと呼ばれている])
を創ったこの同じグループの人々は，アクセシブ
ルな交通施設の整備はもちろんのこと，障害者の
ための多くの権利を盛り込んだ議案を通そうと積
極的に行動した。
似たような，自立を求める活動が，他の地域で
も起こっていた。ニューヨークでは，若い女性が，
身体検査に合格できないという理由で教職を与え
られなかった。彼女がニューヨークで教師になる
ための必修科目を全部取ったことによって得た資
格を守るための闘いを支持する委員会が結成され
た。この委員会は DIA([行動する障害者].Dis-
abled in Action) と呼ばれたが，教師の問題に限
らず多くの問題に対して活動が展開されていた。
ニューヨークとカリフォルニアは，障害者の意
識が活性化していった地域であった。しかし温情
主義は市民権のじゃまになるという認識は国中に
広がり始めた。シカゴの国立の下半身麻海者[脊
髄の病気などによる両下肢の麻薄]の財団である
マサチューセッツ・ハンディキャップ者協会やネ
プラスカの ENCOREと呼ばれたグループは，障
害者の権利を求めて前進し始めたいくつかの組織
であった。
リハビリテーション法 (RehabilitationAct)が
提議された1972年の1月迄には，ニューヨークの
障害者は政治的行動を起こすのに強力なネット
ワークを持っていた。大統領選挙の 4日前，彼ら
はニューヨークで座り込みを行った。選挙の 1目
前にはタイムズ広場 (TimesSquare)を行進した。
これらのデモは，ニューヨークのニクソンのキャ
ンベーン本部における座り込み抗議にて最高潮に
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達した。
これにf以たようなデモがカリフォルニアとボス
トンでもあった。障害者は政治的行動にまだ慣れ
ていなかったが，ネットワークを作り始めた。
ニューヨークにおける行動する障害者 (DIA)
の創設者であるジュデイ・ヒューマンは次のよう
に述べている。「国のあちらこちらで何かが進ん
でいる。人々は組織化を図ることによって目的を
達成しようとしている。J
様々な地域の努力から，連邦政府のレベルでヒ
ヤリングを要求するのに十分熟知した運動の必要
性が認識されてきた。そのような運動は，障害者
が必要としている要求を言い表わすことができる
ような国内の連帯を必要とした。これらの連帯は，
共同の活動が必要な時には，堅く協定した運動を
認める弾力性がなければならなかった。弾力的な
計画は，地区の組織がその自治権を失う恐れなし
に参加できるためにも重要であった。
これは小さな挑戦ではなかった。全国的には，
様々なタイプの障害者のために，又彼らと一緒に
仕事をしている機関が2，500以上もあった。昔の
主な組織の中には，障害者のために運営され，そ
の哲学の中に温情主義と管理の概念を組み入れる
傾向にあった。又，他の新しい組織は，政府機関
のプロによって「証明」されてきたという歴史を
知っている障害者の活動家によって運営されてい
た。
それぞれ異なる障害者団体において，皆の関心
が非常に異なっているために起きる問題について
も述べておく必要がある。政治的に長い歴史を
もっている団体もあれば，ほとんど又は全く歴史
のない団体もある。
1974年，障害者からなる，又は障害者の
ための組織の150人のリーダーは，ハン
ディキャップをもっ人の雇用をテーマに
年1回の委員会の議長の聞で会合をもっ
た。これらのリーダーたちは落胆してい
た，それはリハビリテーションプログラ
ムのための広い支持を確保するのに，障
害者と彼らの代表者の無力さに深く関連
していた。リハビリテーション法は当時
の大統領リチヤード・ニクソンによって
2度提議された。そして，その議案は議
会で支持された。
これらのリーダーは米国障害者市民連合 (the
American Coalition of Citizens with Disabilities 
(ACCD) )を創った。この連合には 2つの特徴
があった。まず最初に，障害者相互間の連合体と
して機能すること。 2番目には，障害者に決断力
を持たせること。従ってそのビジョンは，カリフォ
ルニアの自立生活を求める運動やニューヨークの
行動する障害者 (DIA)に類似している。障害者
たちは，彼ら自身のために話すことができ，又話
すべきなのである。
この種の連合体が必要だという意識を創り出す
のは，たやすいことではなかった。「当時，大部
分の障害者一一本当にほとんどのグループーー
は，障害者相互間の協力が必要であり可能である
ということを認識していなかった。共同の行動を
必要とする課題は，見えないところにおきざりに
なっていた。しかし，それらの課題が浮上してく
ると，人々は障害の傾向に沿って組織化され，様々
な展望からそれらを見るようになっていった。J
その上， 1970年初頭の障害者の活動家たちは，障
害者のための組織の代表者となったソーシャル
サービス当局の人事部に腹を立てていた。しかし，
これらの人々は，ハンデイキャップをもっ人々と
一緒に働いている政府機関の圧倒的多数を占め
た。力のある，国の組織を創ることは本当に難し
い挑戦であった。
それにもかかわらず，その連帯は形作られた。
この連帯の成功に協力したと思われるいくつかの
要因がある。その組織は，柔軟性と地方の白治と
いう賢明なコンビネーションをもって計画され
た。米国障害者市民連合 (ACCD) は，その骨格
を計画する必要のあるまさにその時に，リハビリ
テーション部局の補助金を受け取った。それが作
られたのは，障害者や彼らと一緒に働く組織の推
進センターが，力をもった国内の連帯の本来の力
を非常に意識していた時だった。
1973年，リハビリテーション法が議会で可決さ
れた。この法令の第504条は，障害者の市民権に
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ついて述べている。差別を明らかにする規則が必
要なのだ。米国障害者市民連合 (ACCD))は，
1977年の保健，教育，福祉 (Health，Education， 
Welfare)の政府機関の座り込みを統合する手助
けをした。座り込みが始まってから24日日に，カ
リフォルニアの教育・福祉当局は504条の規則に
署名した。国内の連帯は 障害者の力を合わせて
大きな成功へと導くのを助けた。米国障害者市民
連合 (ACCD) は，国の連合体としてまだ機能し
ている。
1973年，障害者の行動グループがペンシルヴァ
ニアで組織された。彼らは，能力障害 (disability)
に関する広範囲にわたる事柄に関心をもっていた
が，すぐ交通に関心を向け始めた。 1974年中頃に
は，彼らは西南ペンシルヴァニア交通当局 (South
West Pennsylvania Transit Authority) と一緒に
仕事をするために，モスリハビリテーションセン
ターと米国脳性麻捧連合支部 (UnitedCerebral 
Palsy chapter)に参加した。創設者のメンバーで
あるシーグリンド・シャピロは，彼らが交通に関
することを勉強し始めた時，次のように述べてい
る。
彼らは，この問題を解決する唯一の方法
は，それを国のレベルで呼びかけ，国の
問題とし，他の障害者や老人のグループ
と力を合わせることだ，と気がついた。
彼らは，権利と法律によって彼らが優先
すべきことは，公共の交通システムを老
人やハンディキャップをもった人々がア
クセシブルに[利用できるように]する
ことだ，と感じた。
交通のアクセシビリティの問題を筋道立てて話
すためには， 3つのグルー プが，トランズ、パス[f，丘
床パスで，リフトではなくスロープで対応するパ
ス]の団体 (TransbusGroup) と呼ばれる国の
運輸連合を組織するために他のグループに加わっ
た。このグループは500万人以上の人々を代表し
た。それは，各々の障害問の連合体であっただけ
でなく， r問題に対して障害者と老人のグループ
が一緒に働いた最初の団体jであった。この連合
体は，フイラデルフイアの公共の利権に関連した
法律センターの事務所によって運営された。
州政府は， トランズパスと呼ばれる低床式パス
を計画するために調査をしていた。低床式に設計
されたパスは，乗降が出来るようにするためにス
ロープを付けた。トランズパスの団体は，このア
クセシブルな設計を支持する努力を払った。障害
者連合も又 3つのアプローチを唱えている。
①:大量輸送交通機関に全面的にアクセスで
きる
②:端末交通システム
③:アクセシブルな定路線システムを利用で
きない人々のための小さなパラトラン
ジットパス
1970年の中頃から終わりまでには，障害者の中
に運動が定着していた。彼らは連合体を作り，市
民権を要求して法律を変える議案を通過させるの
にある程度成功していた。
アクセシブルな公共公通の供給が，多くの障害
者によって主要な市民権として見られた。障害者
の権利のために働いているいくつかのグループ
は，公共交通に焦点をあてて努力している。
3. 交通機関利用困難な障害者:障害者の
各々のグループの交通機関の必要性と相
互関係
交通機関が利用困難を伴う障害者の問題を理解
するためには，この障害者内の各々のグループ，
グループの相互関係，そして他の利害関係団体の
地盤との関係を認識することが重要である。
大多数の障害者にとって，定路線公共交通
(fjxed route public transit) [路線パスや鉄道な
どルートが決まっているものを指す。ここでは路
線パスを意味することが多いので，路線パスと訳
すこともある。]は問題である。下半身麻癖者や
四肢麻療者にとっては定路線交通システムは全く
役に立たない。視覚障害者や聴覚障害者は，それ
ら交通システムを利用することができるが，彼ら
の不自由なところに適応するよう機能的には設計
されていない。少し歩行できる人は，かなり不便
さ，又は危険を伴って，路線パス(定路線交通シ
秋山:アメリカにおける障害者・老人の利用を考慮した交通施設の歴史と概観 187 
ステム)を利用しなければならない。
1970年代の初頭まで，重度障害者のための公共
交通はほとんどなかった。法律には，ハンデイ
キャップを基準とした差別は違法であると述べら
れていた。障害のある選挙民は，交通事業主体に
圧力を加えるという行為に焦点をあてるために，
必要性の高いものとして，市民の権利としての交
通を考えていた。
交通施設に関する利用上の問題点は 2つの基
本的な制約要因によって明らかにされ，とくにア
クセシピリティ (近つeきやすさ)の問題に焦点が
あてられた。
一一階段を使うことができない人々のためのス
ロープやレベルを変える工夫[リフトなどの
垂直移動1
一一垂直移動以外のその他の改造:点字印刷，
TTY phone [聴覚障害者が使うテレタイプの
電話)，座席指定，改良された柱と手すり，
低くされたベルコード[押ボタンと同様の機
能をもっ。コードを引っぱればよい]と運転
手の感度のトレーニング
障害者の交通の必要性を理解するためには，
各々のグループが分析されなければならない。あ
る障害者のグループは，スロープやリフトの取付
けなどレベルを変える工夫の他，交通施設の改造
を必要とする。この研究のために，これらの人々
をAグループとし，彼らが必要とする交通施設の
改造を「リフト装着 (liftpackage) J と呼ぶこと
にする。リフト装着以外の改造を必要とする第2
のグループをBグループとし，彼らのために交通
施設を改善することを「リフト装着以外の改造
(other modifications) J とする。
活動家は，これら 2つのグループの必要性を
パッケージとして扱った。彼らは交通の供給に対
して 2つの解答を出した。第1の選択は，現代的
な，市内を走る低床化した車輔のトランズ、パス(ス
ロープの付いたパス)を発達させることだ。第2
の解決策は，すでに概略を述べた他の改造の補助
的な改造のついた高床パスに合うようなリフト装
着を発達させることである。
リフトの技術が改良され，交通のコストが分析
されてきたので，政府や交通事業当局は，ますま
す障害者のAグループ[リフト装着が必要なグ
ループ]と Bグループ[リフト以外の改造が必要
なグループ]の必要性を区別するようになってき
た。 Bグループに必要な改造を供給するのに含ま
れるコストは Aグループに必要なリフト装着の
コストに比べると極めて少ないといわれている。
Bグループに必要な変更は，器機についての調
査をあまり必要としない。交通管轄区の多くは，
その交通機関の中にいくらか又はすべての改造を
組み入れてきた。これら~変化は，交通管轄区の
一部分において「特別な配慮Jのための法律上の
必要条件を満たしている。
法律は， A， Bグループの移動の必要性を第一
に強調してきている。路線パス[地下鉄ゃ鉄道を
対象とするときもある!とパラトランジットの調
査は，物理的なアクセシピリティ(物理的に乗降
を可能とすること)を強調している。アクセシブ
ルな車輔の原価計算も又，物理的なアクセシピリ
ティに焦点をあてている。 Aグループに定路線
サービスを供給するための費用は Bグループに
定路線サービスを供給する費用よりもかなり高額
にのぼる。
実際には，交通機関が利用困難を伴う障害者の
第3のグループ [cグループ]がある。精神的も
しくは心理的な障害が理由で，付き添いなしでは
外出できないグループである。彼らの交通の必要
性は，既存交通施設の物理的な改造は必要ない。
実際，彼らの必要性は，交通施設の供給の範囲内
であるとは考えられていない。従って，これらの
グループのモピリテイや交通施設に関する課題
は，重要視されてこなかった傾向があり，障害者
のための交通施設に関する文献の中では考えられ
ていない。しかし，交通のアクセシビリティをめ
ぐって展開する議論において，これらの課題は隠
れた協議事項となってきている。
公共交通を利用する時に付き添いを必要とす
る，障害者のこのサブグループは， cグループと
する。図-1は，これら障害者の3つのサブグルー
プの相互関係を説明したものである。
Aグループーー障害者の交通施設の問題点から，
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A-スロープやリフトが必要な障害者
B-スロープやリフト以外が必要な障害者
C一介助あるいはガイドが必要な障害者
この概念図は障害者サプグループ聞の関係を
視覚的にわかるようにした.
それぞれ3つのサブグループの人数に関しては
意味を持たない.
図-1 交通の利用困難条件からみた
障害者のサブグループ
機器[例えば車いす]を用いて動
く活動家が多数占める o [スロー
プやリフトが必要な障害者}
Bグループ一一一このグループの少数は交通上の介
助が伴う。[スロープやリフト以
外が必要な樟害者]
Cグループ一一一「何も言わない」傾向のあるグルー
プで， しばしばソーシャルサービ
ス当局の人又は親のグループに
よって代弁される。[介助あるい
はガイドが必要な障害者]
Cグループと彼らの代表は，アクセシブルな交
通の供給についての議論の中ではほとんど聞かれ
ない。交通の供給者は， A，Bグループの必要性と
交通の費用の重さを考慮して Aグループのため
の路線パスよりもむしろ，リフト付のパラトラン
ジットシステムを促進し始めている o Cグループ
の人々は，すでにパラトランジット利用に依存し
ているグループである。実際，交通の供給者がAグ
ループにパラトランジットの利用をおし進めてい
るのは Aグループと Bグループの結びつきを要
求しているのである。 Aグループは cグループ
と対決するか又は結びっく方向に押されている。
障害のこれら 3つのグループの要求を満たすこ
とのできる交通システムの種類を概観するため
に，異った交通形態を見てみよう。公共交通には
2つの形態すなわち路線パス[定路線交通システ
ム]とパラトランジットがある。この分析のため
に，パラトランジットサービスの2つのタイプと
定路線パスの3つのタイプもしくはレベルが使わ
れる。
定路線サービス:
定路線交通手段 ぞ
(路線パス・鉄道など〉ラ
l 従来の車偏 11 
|リフト以外の | 改造車傾
Iリフト等の裳着とlー
その他の改造車暢I" 
パラトランジット
リフトを I 4 装着しない車鏑
リフト等を
装着したE巨額I5 
図-2 スロープやリフトが必要な障害者
についての交通の設備に関連した
交通システム
定路線交通手段 ぢ
(路線パス・鉄道など)ナ
~~1 従来の車鏑 I 1
リフト以外の lっ
改造事編・“
リフト等の装着と I3 
その他の改造事鋪
パラトランクット
リフトを
畿道官しない寧鯛
リフト等を
装着した車廟
図ー3 リフト以外の改造が必要な障害者
についての交通設備に関連した交
通システム
4 
5 
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定路線交通手段 タ
(路線パス・鉄道など)引 って，障害者のこの部分の人々は，一般市民が利用
従来の車碩 li できるのと同等の交通機関を利用できるだろう。
rそれは違うJと，交通機関をアクセシプルに
リフト以外の 12 する?めγ必要なお金を使うことに反対している改造車網目 凶」
リフト等の装着と 13
その他の改造事綱
パラトランラット
交通の供給者は答える。彼らは，このサブグルー
プの大部分の人々は，パスの停留所へ行ってアク
セシブルな交通機関[リフト付車輔]を利用する
ことができないだろうと主張している。彼らは，
. リフト付のパラトランジットシステムの供給は，
リフトを I A
装着しない寧編r 安いコストでサブグループAの必要性を満たすで
リフト等を 15 装着した車頗
図-4 介助やガイドが必要な障害者
についての交通設備に関連し
た交通システム
タイプ1一一A，Bグループのための供給を
組み入れない伝統的なパスの提
供
タイプ2-Bグループに必要な改造を備え
たノfス
タイプ3-Bグループに必要な改造と Aグ
ループのためのリフトを備えた
パス
パラトランジットサービス:
タイプ4一一リフト装着なしの車輔{乗用車
等1
タイプ5一一リフト装着の車輔
交通機関が利用困難を伴う障害者の必要性と，
選択が可能な交通機関とを比べてみることによっ
て，障害者の利害が一致するものと意見が分れる
ものと 2つに分けられる。本来備わっている矛盾
が顕在化する。
図-2， 3， 4は，交通機関が利用困難を伴う
障害者の3つのサブグループのために，選択可能
な交通手段を分類したものである。交通手段の 2
つの形態は，サプグループAに物理的にアクセシ
ブルな交通手段を供給することができる。障害者
の活動家のほとんどは，アクセシブルな路線パス
がこのグループに適正な交通手段を供給する唯一
の方法だ，と述べている。リフト付の路線パスによ
あろうと主張しているO
サブグループAの障害者の活動家は，彼らは分
離されたシステムを望んでいないのであり，パラ
トランジットによって供給されるサービスは決し
て平等でない，と答えている。
サブグループBのほとんどは，交通施設が改良
されない現在の状態で，すでに交通システムを使
いこなしている。彼らにとって，改良の各々の部
分は多くの使い易さや安全を促進するであろう。
パラトランジットは素晴らしい特別車輔であり，
それがより便利で安全だとわかったこのサブグ
ループの何人かによって時々使われている。
Cグループにとって，路線パスなどの付加的な
設備環境を整えることは余り役に立たない。彼ら
が必要としているものは違うのである。彼らは付
き添いがいれば，どんな路線サーピスも利用する
ことができる。パラトランジットは違う。図-4
に示されているように，パラトランジットによっ
て供給されるかくれたサービスは，よくみられる
私的な介助サーピスである。特別なパラトラン
ジットシステムの規則によると，介助サービスは
地域によって異なり，この必要性は大きかったり
少なかったりする。多くのパラトランジットシス
テムにおいて，運転手は重労動な交通サービスの
仕事の中で，乗客を戸口から戸口へと送迎し，身
体的そして感情的又は心理的な介助ニードも同時
に提供している。このサービスは，めったに言及
されず，著者の知る限りでは，サービスの分析に
おいて見積もられたことはないが，重要なもので
ある。
これらの概念図は，交通サービスを受けていな
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い3つの障害者のサブグループがどんなサービス
を要求しているのか，の大きな違いを示している。
実際，サブグループBは最も高いレベルのサービ
スを受けており，サブグループCは交通の供給者
の手の届かないところにあるが，あるパラトラン
ジットシステムにおいては暗黙のうちに様々なも
のに頼っているのだろう。そしてサブグループA
は最も低いレベルのサービスしか受けていない。
障害者聞の連合体を作るにあたって，障害者は
多くの価値のあるものを造ってきたという考えを
持っていた。この考え方は，それらの連合体を大
きくし，従ってその政治的な力も大きくなった。
それは，課題を考えていく上で一体となり，障害
者の中でサブグループを支持することによって，
どのように彼らがお互いを支持していけるかを理
解する助けとなっている O 同時に，彼らが必要と
しているものの多様性は，アクセシブルな交通を
供給することに関する問題において，ある重要な
矛盾になってきている。
交通問題を考えていくために，最初の大きな連
合体を作ることに一生懸命であった障害者は，障
害者内の様々なサブグループが必要としているも
のを満たすために様々な形態の交通を供給する必
要性を理解した，とシャピロ (Shapiro) は感じ
ている。同時に彼らの大部分の時間とエネルギー
は， トランズ、パスの議案を通過させるために費や
された。 Cグループの必要性には焦点が合わせら
れず Aグループと Bグループの必要性は実際に
は同じではない。障害者における必要性が各々異
なることと， トランズパス，すなわち低床式パス
だけに焦点をあてたことは， r路線パスをもとも
と使えない障害者に交通を供給するにあたって，
トランズパス導入という低床式パスにスロープが
付いた路線パスが最も良い解決策であるとは言え
ない」という見解を，障害者の外にいる利害関係
団体が文書で証明しようとし，一種のくさびをさ
した。この章の中で述べられたサブグループの必
要性は，様々な形態の公共交通を必要とし，そし
て利用することができる人々のパーセントと実数
についての議論の一部となってきている。(付録
Aを見よ)
4. 交通機関の利用困難を伴う障害者の交
通施設に関するその他の利害関係団体
障害者に加えて，交通機関の利用困難を伴う障
害者のために公共交通を供給することに関係して
いるグループが3つある。それは政府機関，交通
施設と車輔等の製造業者，そして交通事業者であ
る。交通供給の勢いは，法律の発議権に始まり，
製造業者と交通事業者とを密着させた法律に終
わった。
4-1 政府機関
障害者の主唱者は 1つの課題として，また障
害をもった人々を援助する広範囲の法律の一部と
して，交通施設のために活動してきた。障害者の
ための交通施設供給に関する法律は，修正されて
都市大量交通法(UrbanMass Transportation Act) 
に組み入れられた。 1970年の修正案には，障害者
のための交通施設供給は固の政策であることを記
述した章が含まれている。これは，供給されるべ
きサービスの種類やレベルについては述べていな
い。この定義不足は，現在の議論の種である。す
なわち 2つのアプローチに技分れし，そのひとつ
の方向は定路線のアクセシビリティを高めること
であり， もうひとつはパラトランジットシステム
によりドアトードアのサービスを強化する方向で
ある。
都市大量交通庁(運輸省内の一部局;UMTA) 
は，これら両方の概念の調査に熱心になったにも
かかわらず，州政府や地方自治体は障害者に交通
を供給する方法の研究について，その多くはとり
残されてしまった。
この法律上のあいまいさは，運輸省 (DOT)が，
交通に関係する1973年のリハビリテーション法
(Rehabilitation Act)の第504条を履行するため
に最終的な規定を書くまで，そのままの状態で
残っていた。これらの規定はアクセシブルな定路
線パスの供給を命令しており，アクセシプルな車
輔の割合とアクセシブルな定路線サービスを供給
するための実施すべき期間を規定した。その規定
は1979年の夏まで発布されなかったが，アクセシ
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ブルな定路線サービスが命令されるであろうとい
う見込みは，何年もの間，製造業者や運輸事業団
体には明らかにされていた。
交通の供給に関する政策の定義と実行は，多く
の政府機関に関連している。例えば504条の規定
は，保健・教育・福祉の省 (Departmentof 
Health Education and Welfare (HEW))に始まり，
HEWの大臣によって署名された。 504条の規定
が署名されたのは，米国の大統領が財源を確保し，
障害者による申し合わせた政治運動を制する命令
を出したすぐ後だった。規定が署名されても，そ
れが交通の点から特別に理解されるまでには2年
かかった。
1973年の連邦補助道路法 (FederalAid High 
way Act) は，老人や障害者がアクセシブルな交
通機関だけに資金を割り当てることを要求した
が，それは必要なアクセシビリティを考慮した改
造に対して特別なお金を支払わなかった。議会に
よる財源を割り当てるか否かについては，定路線
交通機関をアクセシブルにし，適切なレベルのパ
ラトランジットを供給する整備の程度に応じた財
源援助を決定する。
4-2 交通設備の製造業者
製造業者の 2つのグループは，アクセシブルな
定路線システムのための交通設備の供給にかか
わってきた。
一一パスの製造業者
一一ーパッシブリフト(パスの乗降口とリフトの装
着を同ーの出入口にしたもの)の製造業者
現在，米国では，市バスを販売，又は販売した
いと望んでいるパスの製造業者が少なくとも12社
ある。 1970年代初頭においては，この市場の競争
相手は 2社しかなかった。 10年前には，パッシブ
リフトは設計も製造もされていなかった。現在は，
少なくとも 6社が競争してパッシブリフトの設備
を市場で販売している。
アクセシフゃルな定路線パスの供給を理解するた
めには，パス製造とその市場そしてリフトの発達
の歴史を理解する必要がある。
4-2ー 1 パスの製造業者
ジ‘ェネラル・モータース株式会社 (General
Motors Corporation (GM)) とグラマン・フレキ
シブル会社 (GrummanFlexible Corporation 
(Flexible) )は， 1960年代後半に都市間運行向け
の車輔を製造した米国における 2つのパス会社で、
ある。市場は大きくなかった。交通は自家用車と
道路の改良に重きがおかれており，公共交通機関
には重きがおかれていなかった。 1945年から1970
年代初頭までの約30年間，大量輸送の交通には 3
つの傾向があった。
一一一利用者数は減少していた。
一一デイーゼルパスによる公共交通の割合は増加
していた。
一一-パスが走ったマイル数はなかり安定してい
た。
米国における35-40フィート (10.7-12.2m) 
のパスの年間普及台数は， 1964年から1973年にか
けては2，000台から3，000台であった。 1974年には
急速に4，222台に増加した。
1970年には，ジェネラル・モータース社がパス
市場の60%を占めていた。フレキシブル社(当時
はRohrが所有しており， 1978年 1月にニュー
ヨークの GrummanAllied lndustriesに買い取ら
れた)は市場の40%を占めていた。 1971年になる
と， American Motors General Corporation (AM 
Generat)が，かつて GeneralMotors and Flexible 
が造り出し， 1949年に初めて市場に紹介した新し
い形態のパスを，少し改造したパスをもって市場
に入ってきた。
1970年，都市大量交通庁 (UMTA)は， トラン
ズパス(スロープ等を用いる低床式パス)の調査
プログラムを発表した。低床式パスの原型を作る
ために 3つのパス製造の会社が研究開発を受け
もった。このパスは，米国中の交通管轄区によっ
て使われていた新しい形態のモデルにとってかわ
ることが望まれていた。ジェネラル・モータース
は， 1964年に低床式パスの原型について実験を始
めていた。議会の小委員会 (Housesubcommittee) 
の言明において， GMの代表は次のように述べた。
まず低床式のテストと，その後の交通関
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係の役人との議論の結果， RTX (彼らの
実験的な低床式パスのモデル)の後に続
くパスの床の高さを低くした障害者のア
クセシビリティの拡大を受け入れる必要
があることがわかったO 私たちは，実行
可能かどうかわからないが，低床式の特
徴は，もっと長期間の徹底的な調査研究
を必要とするであろう，という結論を出
した。従って低床式に反して，私たちは
道しるべとして RTX (実験的な低床式
パス)の原型を使った全く新しくより魅
力的な車輸を作り始めた。私たちは原型
をテストし，さらに改良を加えた後，こ
の新しい車輔一一一現在では高速交通系
(Rapid Transit Series (RTS)) と呼ば
れているーーを作ることを計画した，と
発表した。
このテストから発達した RTSは， 1975年に製
作された RTSI [RTSの第二世代]と同じ基本
的なモデルである。これは，現代的な床の高い都
市バスである。 GM杜(ジェネラル・モータース
社)は RTSI の AdvancedDesign Bus (漸新的
に設計したパス;ADB [ADBとは座席も多くか
っリフト装着を前提とした設計をめざすパスのこ
とである])の製造のために 4億5，000万ドルを投
資した。それは，運輸省にこのパスの製造を許可
させるために， トランズパス政策をやめさせたO
ジェネラル・モータース杜 (GM社)が新しい
形態のパスのために技術を集めていると発表した
時，予期せぬ事件が起こった。カナダのジェネラ
ル・モータース社 (GM杜)が，米国の GM杜と
打ち合わせなしに， r新しい形態のパスを売るた
めに米国の市場を聞く」と発表したのである。実
際カナダの GM社は，米国の GM社の競争相手
となった。新しい形態のパスが必需品として知ら
れ，米国で最初に売られた RTSI ADB (高速交
通系の漸新的に設計されたパス)には問題があっ
たために，カナダの GM杜は米国の交通管轄区
から暖かく迎え入れられた。交通管轄区の中には
また購入してない，漸進的に設計されたパス
(ADB) の注文を遅らせるところもあり， GMの
i斬新的に設計されたパス (ADB) よりも約
20，000ドル安く販売している実験済の確かな新し
い形態のパスを注文することができて喜んでい
た。
パスの市場の増加に答えて，そして市場にカナ
ダGM社が入ってきたことに好意的に答えて，
ギリーグ・コーポレーション (GilligCorporation 
(ギリーグ))は新しい形態の原理に沿って設計
された市バスを作り始め，カナダのフライヤー工
業会社 (FlyerIndustries Lir此ed(フライヤ一社)) 
もまた，米国において類似したパスを紹介した。
フレキシブル社は， 1979年， 870型モデルをもっ
てADB(漸新的に設計されたパス)市場へ入っ
てきた。
1974年にトランズパスの原型が伝えられ
た後，一般的なパス政策と同様， トラン
ズパスに関して長い流動的な期間があっ
た。この間，フレキシブル干土はトランズ
パスから学んだことを利用して，彼ら自
身のパスの原型のシリーズへと進んで
いった。その仕事は，現在彼らが作って
いる870型という進んだ設計のパスへと
発展した。
一方，アメリカのジェネラル社は財政困難に
陥っていた。彼らは1978年にはパスに努力するこ
とをやめ，パスの仕事から手をヲ|いてしまった。
ギリーグ社，カナダの GM社やフライヤ一社
から手に入る新しい形態のパス，そして GM社
やフレキシブル社によって製造された漸進的に設
計されたパス (ADB) に加えて，もう一つのス
タイルの市バス(連接パス;articulated bus) が
輸入された。そのヨーロッパの製造業者は，
M.A.N. Truck and Bus Corporation (M.A.N.) と
Ikarus Body and Coach Building Works (イカル
ス)の 2社である O これらのパスは連接の形式で，
アコーデイオンの形式，又は連接で中央部分のあ
る2つのユニットのものである。座席数を増やす
ことにより，これらの製造業者は経営上そして個
人的なコストを切り詰める。それらは，特に郊外
からの通勤者に人気がでできている。米国の市場
においては，他の数社が最近の競争相手である。
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これらはドイツのネオプラン米国社，アメリカの
ザーブ・スキャニア (Saab-Scania)社，カーペ
ンターボディワーク (CarpenterBody Works)杜，
ブルーバード(BlueBird)社とグレイハウンド
(Greyhound)交通製造会社 (TMC)を含む。さ
らに，かけ出しの会社であるデロリアンモータ一
社 (Delorean) も， トランズパスを修正したもの
をいつか製造したいと望んでいる。
4-2-2 リフト製造業者
現在の，又は将来の床の高い都市パスを利用し
易くするためには，新しい形態の技術 パッシ
ブリフト(リフトと通常の出入口を同ーの場所に
設計したパス)が必要であった。この技術は 5年
前にはなかった。現在では，リフト付パスの市場
で競争している会社が6社ある。
3社は，小さな製造業者である。生き残れるか
どうかが大部分リフト付車輔の販売の市場にか
かっている。彼らの興味が，市場の力によって，
アクセシブルな路線パスを望んでいる障害のある
活動家の関心と密接に提携していることに注目す
るのは興味深い。
他の2社のリフト製造業者は，リフト以外の製
造領域と重要な掛かり合いをもっている。リフト
の仕事は，彼らの全体の仕事の重要な面であるか
もしれないが， リフトの開発から取り残されて時
代遅れとなろう。これらの製造業者も又，定路線
パスの支持者と重要な利害関係をもっているが，
彼らの掛かり合いは他の3社に比べて緊迫感が少
ない。
6番目はジェネラル・モータース杜である。リ
フトはジェネラル・モータースの漸進的に設計さ
れたパス (ADB)の使用のために特別に設計さ
れてきた。それは販売の構成要素と考えられ，
GM社の仕事はアクセシブルな交通の将来性を全
く当てにしない。従って，その関心は，必ずしも
アクセシブルなシステムを唱える人々とは連携し
ないかもしれない。ジェネラル・モータース社は，
自社の外部ではこのリフトを販売していない。
どんな新しい技術開発でも，リフトの開発は，
信頼度が疑わしかった第一世代，第二世代のリフ
ト付車輔という変化に富んだ歴史を歩んできた。
信頼度にまだむらがあった時期の不完全なサイク
ルの影響下にあったリフトは，政府によって激励
された。小規模の製造業者たちは，技術的にはしっ
かりしていた初期のモデルリフト付車輔のことを
製造していた時期は苦しかった。
これら初期のリフト付車輔は信頼できず，アク
セシピリティの概念をけがすことになった。リフ
ト付パスの利用率は，不充分な統計的記録によっ
て示された。それはリフトが故障している時や，
実際の利用時には使えないものも含めたデータで
あった。
1979年から1980年にかけて，政府は広範囲にわ
たって4台の利用できるリフトと，比較上，すべ
ての 6台のリフトをテストした。その結果は，技
術の状態は，今や信頼できるリフトは利用できる
ということを示したようである。この研究は，車
輔の特性とくにリフトの特徴に比較可能な評価を
与え，後部にリフトを装着したパスや新しいパス
のためにリフトを購入する際役に立つデータを与
えてくれるだろう。
これらのより新しい世代のリフトが取り付けら
れ，実際に都市の通勤に利用されていくにつれて，
最新のデータが手に入るようになってきた。
4-3 公共交通の供給者
公共交通の供給者の全国的な代表は，アメリカ
公共交通協会 (AmericanPublic Transit Associa 
tion (APT A) )である。この交通組織の協会は，
アクセシブルな交通の供給の問題に関する交通の
団体の代表として次のように語っている。
1960年以前は，公共交通は大部分間や地方の財
政と利用料金によって資金がまかなわれていた。
この状態は急速に変わり始めた。 1960年に首都交
通法 (National Capital Transportation Act 
(NCTA) )が通ると，連邦政府はしっかりした
レベルで公共交通の供給に取り組むようになっ
た。連邦政府が熱心になったことは，彼らの利用
をコントロールする力と同じように，交通の改善
のための財源を意味した。
当時，都市大量交通庁 (UMTA)の行政官であっ
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たRobertE. Patricelliの言明によると，米国公共
交通協会 (APTA)の統計は，公共交通の供給に
おける赤字が f1965年の1，100万ドルから1975年
の17億ドルへJ増加したことを示している。 1972
年から1976年にかけて赤字は300%増加したのだ。
米国公共交通協会 (APTA) は，自分自身が，
アクセシブルな交通施設の法的要求を受け入れて
いる団体で，成長しているが赤字も増加している
産業の代表であることに気づいた。連邦政府の資
金は，アクセシピリティの構造的な部分の費用を
含む，投下資本の80%が援助されたにもかかわら
ず，米国公共交通協会 (APTA) は通常のステッ
プだけでリフトを付けないことが障害者のための
交通施設の最良のものとみなしていた。
1974年，当時の米国公共交通協会 (APTA)の
Deputyの執行権のある重役 (DeputyExecutive 
Director)であった RobertM. Coultrasは，その
状況を次のように語った。
老人やハンディキャップをもった人々の
グループのための移動を改善するという
挑戦を受けるとは言え，我々の知る限り
では，そのゴールに到達する 1つの最良
の方法というものはない。例えばすべて
の人に対して，移動は，交通機関を十分
にアクセシブルにすることだけでは，必
ずしも達成されない。
アクセシブルな交通システムを計画するにあ
たっての，この用心深い態度と地区の選択を保と
うとする願望は，障害者のための交通への米国公
共交通協会 (APTA)のアプローチの堅実さであ
るO
1976年の 4月，米国公共交通協会 (APTA)の
重役会は， r路線パスにおいてはステップ乗降車
輔 (step-entryvehicles [リフト付ではない])を
前提として，リフト以外の手段によって老人やハ
ンデイキャップ者へのサービスがより良く提供さ
れることを基準とした。完全なアクセシピリティ
を供給するであろうどんな連邦政府の政策(例え
ばリフト付の定路線パス)にも反対した。」とい
う解決策をとり入れた。これは地区の選択にとっ
て抵抗以上のものであった。それは，定路線のア
クセシブルシステム[すなわちリフト付路線パス
の運行]に対する抵抗だった。
米国公共交通協会 (APTA)は，利用のレベル，
費用，システムの悪化，そしてアクセシブルな交
通機関の技術的可能性に関心をもっていた。それ
は，法律は柔軟性をもって書かれるべきだと論じ
た。交通機関が利用困難な人々のために交通を提
供するシステムの決定は，地区[日本を例にする
と，各地方自治体，市町村など】のレベルにとど
まるべきである。
交通運行主体の関心は， 1978年のB.R. Stokes 
から BrockAdamsへの手紙の中で次のように表
現されている。
これらの関心は，連邦政府は，ハンデイ
キャップ者に交通をアクセシブルにする
ために，財政上の優先権を一般的な交通
サービスの拡張から巨額の資本金投資へ
と移すことを要求している，という認知
から生じた。
その間に交通運行主体は，法律に答えて，定路
線とパラトランジットのアプローチの範囲を試み
ていた。米国公共交通協会 (APTA) は最終的な
規則が彼らに柔軟性と地区の選択を与えることを
確実にするために，連邦政府のレベルで働き続け
た。
最終的な504条の規則が決まり，アクセシブル
な定路線交通機関の段階的導入を命令すると，米
国公共交通協会 (APTA)は訴訟をもって答えた。
504条の規則は，環境への影響のレポートが適切
ではなく，やり直す必要があるという注釈付で法
廷にて支持された。
次のセクションでは，アクセシブルな交通の供
給に関する法律の問題について述べる。それは，
技術やサービスの発達に関して， APTAや製造
業者が決定の基礎をおいた骨組みである。
5. アクセシブルな交通施設に関する法律
障害者の利用困難な交通機関に関する交通関連
の法律は，障害者団体などの利害関係団体の活動
によって得られた成果である。政治的運動が中心
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であり，これが法律の立案根拠である。法律は以
下の2つの流れがあるO
(1) 第一のグループは，都市大量交通庁(urban
Mass Transportation Administration 
UMTA)の法律の一部として示されたもので
ある。運輸省内部の法律では，障害者に関す
る交通の課題に向けて準備した修正案は，
1964年の都市大量交通法がその基本となる法
律である。
(2) 第二のグループは，運輸省以外で示された
法律で，交通の整備に影響を及ぼしたもので
ある。この主な法律は，建築関連では1968年
の建築障壁に関する法律 (ArchitecturalBar-
riers Act) と福祉関連では1973年のリハビリ
テーション法 (RehabilitationAct)である。
5-1 法律の歴史的推移とその概要
障害者に関する交通施設の法的関連性は2つの
視点がある。表-1は，視覚的概観及び時間的流
れの最も重要な点と，交通機関利用の困難を伴う
老人・障害者に密接に関連した法律の主な条項を
示す。この法律の制定において，たくさんのグルー
プの入り組んだ歴史とこれらのグループの影響を
追っていく。
連邦政府は， 1960年の連邦首都交通法 (National
Capital Transportation Act (NCT A) )を通して，
大量輸送交通機関の整備に着手することになる。
これによって歴史上初めて，多額の連邦政府の予
算が公共交通に投入された。将来必要な公共交通
は，連邦政府による経営が妥当であることが明ら
かとなった。都市大量交通庁 (UMTA) は， 1964 
年の都市大量交通法によって位置づけられた。こ
の法律は，障害者交通問題のためには何の役にも
立たなかったが，後の修正法の基礎となった。
1968年の建築障壁に関する法律 (Architectural
Barriers Act) は，建物のアクセシピリティに関
して意図された法律であり，障害者に関する交通
関連の法律の最初の部分は必然的に，間接的であ
るがこの法律の中に含まれていた。付随的に，連
邦首都交通法 (NCTA)の補助を受けて建設され
た建築物もこの建築障壁に関する法律に含まれる
ことになった。
アクセシブルな交通機関なしでは，アクセシブ
ルな建築物は実質的に利用できないだろう。しか
し，ワシントンメトロ(地下鉄)やサンフランシ
スコの BART(サンフランシスコ湾岸地域の高速
鉄道)の場合，車輔はアクセシビリティを確保す
るために設計された。建築物のアクセシビリティ
は，アクセシブルな交通機関の設計にとって中心
的な課題であった。
都市大量交通法が1970年に修正された時，最も
重要な先例は，老人や障害者が利用する公共交通
に関して下院議員のマリオ・ピアーギ (Mario
Biaggi)氏により紹介された言いまわしである「特
別な配慮J (Special effort) によって確立された。
この言葉，すなわち「特別な配慮」を示すにあたっ
て，障害者の側にはこの概念がまだなかった。修
正法の言いまわしは，議会で提案以前に配布され
た。議会においては何の論争もなかった。それは
時を得たアイディアだったO アメリカ障害者市民
連合のフランク・ボー (FrankBowe)は，ビアー
ギの「特別な配慮」に好意的であった。この修正
法の言いまわしは， I特別の配慮」を要求したが，
その配慮が何であるのかについては細かく指摘し
ていない。
1970年の都市大量交通法の修正法16条件)項の言
いまわしと， 1968年の建築障壁に関する法律は，
申し分のない意図をもった。これは、必要とされ
ていることは明らかであったが，実行するために
は大きな困難が予想された， しかし着手したこと
は大きな困難や難問を抱え込む源でもあった。
サービスのレベルや実行のガイドラインを細かく
規定した法律がなかったので，各々の利害関係団
体は，その特別なニードに従って法律を自由に解
釈してきた。したがって，このテーマに関しての
苦労は現在まで継続しているのである。
障害者は，アクセシブルな定路線公共交通を求
めて闘っていた。彼らは，ワシントンやサンフラ
ンシスコの湾岸地域における鉄道のシステムに大
きな関心をもっていた。
1973年の都市大量交通法16条(b)(2)項の修正案
は，老人やハンディキャップをもった人々の利用
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表一1 障害者・老人の交通上のハンテεィキャップに関する法律(その 1) 
交通を中心とした法律
1964年都市大量交通法 (UrbanMass Transportation Act) 
この法律の成立によって，大量輸送交通機関の施設の充実，技術，運行方式の改善のため
の補助がなされるようになる。しかし，老人や障害者に関する交通問題を特別に扱ったもの
ではない。
1970年都市大量交通法 16条件)項の修正
修正法は国の政策として以下のように改めた。『障害者や老人者は大量輸送機関の施設と
サービスを利用することついて他の人と同等の権利を持つ，その「特別な配慮」の目的を達
成するための活動は，障害者や老人が大量輸送機関を実際に利用できることを確実にするこ
と，すなわち大量輸送の分野ですべての連邦政府の計画の援助を受けたものは，この政策に
もとづいた施設条件を整えることが含められるべきこと，などのために大量輸送機関の施設
とサーピスに関する計画や設計をさせることである。』
1973年連邦道路法 (FederalHighwoy Act)の部分の16条(bX2)項の修正
運輸大臣に権限を委任した「老人や障害者にとって大量輸送サーピスが利用不可能，不充
分あるいは不適切に計画され，設計され，運行されている特別な必要に応じた交通サービス
の提供において，障害者や老人を援助する特別な目的のため民間の非営利団体や組合に補助
金や貸付がなされる。」
1974年 連邦援助道路法 (Federal-AidHighway Act)の部分として言い変えた修正.16条例項
「連邦政府の財源の補助を受ける計画は，特別な施設や特別な計画あるいは設計なしでそ
れらの施設やサービスを効果的に利用することができない，障害者あるいは老人によって効
果的な利用を提供するために計画され，設計され，建設され，運行されるであろう。」
1975年 連邦大量交通援助法 (NationalMass Transportation Assistance Act)の部分としての修正
5条
障害者や老人に関する非ピーク時の運賃は，半額に下げた。
1976年都市大量交通庁の法律 (UrbanMass Transportation Regulation) 
1970年「特別な配慮」の言葉の実施に関連する交通管轄区にガイドラインを示した。けれ
ども，論理的には1970の修正法を明らかにすることを意味し 単に特別な配慮がされていな
いいくつかを計画することが必要だった。交通事業主体は「交通改善計画J. 障害者生活圏
の「重要な部分」の交通を供給する計画が部分として含まれていることが必要だった。
1979年運輸省の504条 (Departmentof Transportation) . 酔1977年リハビリテーション法504条から
公共交通に関する法律
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表-1 障害者・老人の交通上のハンテεイキャップに関する法律(その2) 
交通に影響を友ぼした法律
1968年建築障壁に関する法律 (ArchitecturalBarriers Act) 
r1960年の国の首都交通法と1965年の首都交通法」のもとに建設された公共建築物のアクセ
シピリティーに最も関連性が強かったものである。
(これらの2つの法律は公共交通システムのために財源の補助を行なった)
1973年 リハビリテーション法 (RehabilitationAct) 
502条法は建築・交通障壁の審査委員会が1968年の建築障壁に関する法律を保障すること
を確立した。
504条法~また，合衆国に於て資格のある障害者個人が単にハンデイキャップがあると
いう理由だけによって，連邦政府の財政援助を受けているいかなる計画，あるいは事業のも
とで，参加を締出されたり，給付を拒否されたり，差別をうけることがあってはならない。』
1977年 504条J 法令はカリフオ山の保健教育福祉当局(酬によって署名されたo これは
1973年リハビリテーション法の504条に関して最低限度の要求に従うべき規準を規定した。
運輸省の504条へ
のために，非営利的な車の購入に資金援助した。
それは，都市大量交通庁 (UMTA)の関心を，パ
ラトランジットサービスの運行団体の方へ向けさ
せる効果があった。
1973年のリハビリテーション法の通過は，すべ
ての障害者が交通にアクセスする権利を含めた，
市民権を要求する広い基盤を作った。この法律は，
以前の法律の言いまわしである「特別な配慮、」に
みられる温情主義を越えたものであった。このこ
とにより，交通は「特別な配慮」というような贈
り物ではなくて権利として位置づけられた。しか
し法律は細かい点については条文にほとんど示さ
れなかった。表-1に示されているように， 1973 
年のリハビリテーション法において作られた基盤
が障害者を配慮した交通に関する運輸省の法律と
なったのは， 6年後の1979年であった。その聞に，
政治的な緊張は高まった。交通事業者は障害者を
配慮した交通システムを計画することを試みた
が，最終的な法律の要求は何であるのか，そして
法律の要求を満たす技術がどのように役に立つの
かを知らずにいた。
1974年の都市大量交通法16条件)項の修正法は
1973年のリハビリテーション法の精神を反映し
た。これは，都市大量交通法に市民権の概念を持
ち込んだ。援助財源は，少なくとも理論的には，
障害者を配慮した交通システムの「計画，設計，
建設がなされなかったか，あるいは機能しなかっ
た」交通管轄区には与えられなかったので，障害
者はそれを使うことができた。資金を与えずにお
く法的方法は，アクセシブルな公共交通システム
を保証したが，期間の限界やアクセシピリティの
レベルを含む特別な法律の要求は述べられなかっ
た。
これらの法律の策謀は，障害者が法的な救済を
通して無理に法律を履行しようとしたなどの，訴
訟のもつれを生じた。
1979年の交通局の504条の規則は，ついに法的
必要な細目を示した。その細目は，アメリカ公共
交通協会によって要求されたものであり，そして
再び議会や法廷において要求されている。
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6. 障害者・老人の利用を考慮した交通施
設の歴史と現況解説
障害者が利用困難を伴う交通機関に関して，そ
の改善の必要性が確立された。法律は，序々に障
害者のニードに応じて供給することを通達に反映
した。さまざまな利害団体が交通施設に関係して
態度を決めた。アクセシブルな交通システムを技
術的に可能にするために改善されなければならな
かった。
その結果2種の交通供給の方式が研究された。
第-の様式は，障害者を含むすべてのパス利用者
が乗降可能となるために，傾斜路(スロープ)が
ついた低床式の近代的なトランズパス，あるいは
は高床式パスにリフトを取りつけたもののどちら
かのアクセシブルな路線パスである。第二の様式
は，ドアトードアの交通手段のさまざまな形式で，
ソーシャルサービス機関 (socialservice agencies) 
等によって運行されているパラトランジット
(paratransit service)である。
合衆国においてアクセシブルな[障害者の利用
を考慮した]パスの現在の水準について知るため
に， トランズパスの歴史，そしてアクセシブルな
パス，そしてパラトランジットシステムを通して
そのサービス水準を理解することが必要である。
6-1 アクセシブルな路線パス
6-1ー1 トランズパス
障害者の利用を考慮した交通の大きな流れを把
握する重要な側面は，トランズパス(低床式スロー
プ付パス)の歴史を知ることである。
1971年に，米国運輸省の都市大量交通庁
(UMTA)は，当時の1949年代の新型パスを最新
式にする近代的なパスを設計するために研究プロ
ジェクトを開始したO この計画のゴールとして考
えられたのは快適性，安全性，車輔そのものある
いは車内の使い易さに関しての特色のある開発
だった。後半のゴールは，乗降りに要する時間を
減少させ，その結果停車時間も減少させることに
なった。
主な設計要素の一つは低床化であった。たくさ
んの障害者にとって，この低床に傾斜路を設ける
ことはパスのアクセシピリティ(接近し易さ)に
対する最適な解決法であろう。標準的なパスの床
高は33-35インチ (84-89cm)である。トランズ
パスの床高は18インチ (46cm)の高さに4インチ
(10cm)付加した分だけパスの前を落としたニー
リング方式 (Kneelingfeature [パスの床高その
ものを空気やオイルサスペンションなどによって
上げ下げする方法である。])で地面の高さから22
インチ (56cm)であった。実際の18インチ (46cm)
の床高で，車いす使用者と準歩行困難者を含むす
べての乗客に乗車を可能にするように傾斜路(ス
ロープ)がパスの床から道路上へと伸ばすことが
できた。トランズパスの設計においては，技術的
困難があった。低床式パスは新しい車軸とタイヤ
の設計を必要としたO そのため座席の容量は減少
したO
さて，ジェネラル・モータース社は漸新的な設
計のパス (ADB) [ADBとは座席数も多くかっリ
フト装着を前提とした設計を目ざすパスことであ
る。]の話を進めることに興味をもっていた。彼
らは， i斬進的な設計のパス (ADB)の生産が許
可されるよう変更したパス設計についての政府の
特許を得ょうと研究した。 1975年の 1月に，運輸
省のトランズパスの政策声明は「現在役立つてい
るパスの設計に加え，都市大量交通庁 (UMTA)
はトランズパスと同様に高床式の連接パスにも様
式や設計の変更を取り入れたものに財源援助をす
ること O この変更に備えて生産のための設計をす
べきである。」と発表した。
多くの障害者は，アクセシピリティの問題に対
する解決方法として低床式のトランズ、パスを考え
ていた。もしトランズパスが，合衆国で製造され
るパスと同様に固に指定されるならば，パスの車
輔は新しい車輔開発の努力して得られるのと同様
にアクセシブルになるだろう。傾斜路(スロープ)
のあるトランズパスは，そのパス車輔のステップ
の昇降が困難なすべての人々に対して役割を果た
すように思われる。漸進的なパス設計 (ADB)
に生産を許すというさしせまった政府決定に対応
してトランズ、パスグループは， 1976年の7月に運
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輸大臣に対して告訴を提出したo 1ヶ月後，都市
大量交通庁 (UMTA)の長官が高床式の漸進的な
パス設計 (ADB)の生産を許すという政府決定
を発表した。
この決定は，漸進的なパス設計([高床式のリ
フトの付いた連接パス等1ADB)に対する設計
や工場設備をすでに調査していたジェネラル・
モータース社に有利にはたらくことになった。米
国のジェネラル・モータース干士とフレキシブル社
は将来のパスとして， トランズパスに重点をおい
ていた。この決定は，彼らに不利にはたらいた。
米国のジェネラル・モータース杜は後にこの決定
について政府に対し行動を起こした。
トランズパスについての政府の通達を元どおり
にするためのトランズ、パスのグループと米国の
ジェネラル・モータース社の連合した努力は，
1977年の 5月に当時の運輸大臣， Brock Adams 
の決定において実現された。「標準す法のパスの
購入に関して政府の援助を求めているすべての地
元のパス会社の当局者たちによって低床式，傾斜
路のあるパスの導入を政府決定した…」その通達
は，都市大量交通庁 (UMTA)で承認された車の
設計仕様書を含んでいるすべての買い上げに適用
し， 1979年9月30日以後目的達成のための努力が
公表された。
老人や障害者団体によってこの日以後書かれた
文章は，歓喜の感覚を反映していた。アクセシブ
ルな交通は，実現することになった。政府の通達
は，政府の財源確保の努力がなされたので通達の
命令は保障された。トランズパスの団体は，政府
の補助金がついたパスの獲得について，その地方
のパス運行管轄区を概観し，促進するためにその
努力を団体の教育に向け始めた。
1977年と現在の聞に何が起こったのだろうか。
私達は，近い将来に，路上で新しいこのアクセシ
ブルなパスを見ることになるだろうか?トランズ
パスの通達があった1977年以後，都市の1つの団
体がトランズパスを獲得するためにトランズパス
の組合を組織した。 1978年の 5月には， トランズ
パスの契約書が，試みとして提出された。製造業
者からは何の試案も提出されなかった。
応答として，運輸大臣BrockAdamsは， トラ
ンズパスが作れるかどうかを決定するために専門
家の審査団を構成するよう依頼した。 Adamsは
1979年に職をはなれ，代りに1979年の8月5日に
は，行動的な大臣グラハム・クレイター (Graham
Claytor)が「不明確に遅延…トランズパス確立
の規則Jと述べた。
さて，フレキシブル社は， 1979年に販売された
独自の漸進的に設計されたパス (ADB) を生産
するために工場設備を備えた。今では，ジェネラ
ル・モータース杜とフレキシブル社の両社が漸進
的に設計されたパス (ADB) を販売している。
これらのパスの両方共が，リフト設備を発表した。
ジェネラル・モータース干土の RTSnノfスは，後:
ろから乗降可能な独自のリフトを備えている。フ
レキシブル社は，前部の扉に合うように設置でき
るリフト付パスを発表した。
トランズパスが作られる一つの可能性がまだ
あった。デロリアン・モータース杜がいつか， ト
ランズ、パスの改造版を作ろうとしていた。ジョ
ン・デロリアンは，競技用自動車を設計するため
に，ジェネラル・モータース社を去ったのだった。
彼はトランズパスの市場への介入の可能tl:をうか
がっていた。 1980年4月2日付けのデロリアン・
モーターズ社からの 1通の手紙は次のように述べ
ている。
2つのちがった計画を進展させた後，我々は合
衆国内で，競争でパスを開発し， ドイツのパスの
先進的で，立証された技術を導入しアメリカ風に
することによってその方向を促進することを決定
した。 DMC-80型のパスは，乗客に容易で短時
間の乗降りが可能な低床式パスである。低い床と
広い前扉はまた，リフト又は新しく専売特許を
とった安価な傾斜路(スロープ)をとりつけるこ
とも可能にしている。
おそらくトランズパスの概念はいつか実現する
だろう。
6-1-2 アクセシブルな高床パス
アクセシブルな定路線パス輸送を供給する第2
の方法は， リフト付きの高床式のパスであった。
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これは，リフト技術の発展とリフト付き車輔での
サービスの実施を含んでいる。
(1) リフトの技術開発
パスのステップは，標準的なパスに関して主に
建築的な障壁があり，それゆえに，アクセシピリ
ティの確保は街路の高さからパスの床の高さへ車
いす使用者や補装具使用者がたやすく乗降ができ
るようにリフト装着の設計を必要とした。たとえ
ば，改良された手すりや支柱，警告チャイム，低
い位置にあるベルコード (belcords ;【!寄りるこ
とも運転手に知らせる装置でひもをヲ|っばって知
らせる方法である。日本のパスの押ボタンと同様
の機能を持つ， しかし，ベルコードの方が使いや
すい])そして視覚障害者，聴覚障害者に対して
も利用できる時刻表など，他の修正項目もまた他
の障害者層に対して，路線パスの車輔のアクセシ
ビリティを改良した。
私的あるいは公的な車輸に伝統的に使用されて
いる可動リフトは，使わない時に入口をふさぐが，
けれどもその入口はリフト利用者のために取って
おかれなければならない。もし，可動リフトが公
共のパス車輔に使われるとするなら，別個の入口
が設計されるか，または車輔の側面を切り込まな
ければならない。
法律が，障害者用の公共パス設備の必要性を要
求し始めた時，いくつかの種類が異なるパスは，
可動リフトを用いて別個の入口の乗降りを実験し
た。まもなく明らかになったのは，その結果座席
容量の減少と必要な主な修正項目があることに
よって，別個の入口を設ける案は受け入れられな
いものとなった。
リフトは，標準的な車輔の入口同一箇所に使用
できることが必要とされた。だから別個の入口を
持ったリフトはひとつも役立たなかった。このよ
うにしてパッシブリフト (Passive lift: [乗降ス
テップの出入口にリフト設置を条件としたリフト
付パスのこと】)の概念が生まれた。すなわち，パッ
シブリフトは通常のパスのステップの一部になっ
ているリフト，あるいは使用しない時に階段の下
にしまいこむものである。
車輔製造業者とパス運行管轄区の事業主体で
は，パッシブリフトの設計に着手し始めた。その
油圧式構造の複雑さにもかかわらず，リフト技術
は，大企業にとっても中小の製造業者にとっても
可能なものであった。
今現在，市場には 6種のパッシブリフトがあ
る:1977年以前には，ひとつも利用されてなかっ
たものである。
市場に出されている第一のパッシブリフトは，
カリフォルニア州サンディエゴ市の交通設計技
術の会社によって設計された。
車輔の暖房システムの生産においてかなりの経
験をもっしっかりした会社，シカゴのベイパー
(VAPOR)協会は，まもなく，その設計に従っ
た。
一小規模な製造業者がカリフォルニアのサンリー
ンドロに基盤をおく環境技術協会は，一般乗降
口とリフト設置を別にしたリフトを製造してき
た。パッシブリフトが必要とされた時，彼らは
パッシブリフトの原型に着手し始めた。その模
型はベイパー協会のものと同時に紹介された。
-Ed Hall は，彼の整備工場でリフトの原型を設
計した。このリフトは現在，ワシントン州シア
トルのリフト-u会社で製造されており，設計
は新しいものである。
ージェネラル・モータース社 (GM社)は， GM 
社のRTSI，漸進的に設計されたパス (ADB)
に用いられるように，車鞠後部にリフトを設置
したパスを設計した。
リフトの分野に最も最近参加したのは，カナダ
のカルガリー市のトランジ・リフト (Transi-
Li仕)社である。
どんな設計要素が結局のところ必要なのかとい
うことに関して， リフトの製造業者は全く行く先
定まらない状態にあったので， 1980年より以前の
リフト設計についての仕様書は全くなかった。
リフト設計技術の状況は，原型[最初のリフト
はパス]から第一，第二世代の段階へと移行しつ
つある。しかも，パス運行の事業主体に役立つリ
フト装置についての比較できるデータを提供でき
るような進行中の調査もない。カリフォルニア州
秋山:アメリカにおける障害者・老人の利用を考慮した交通施設の歴史と概観 201 
の運輸省の下請けで，都市大量交通庁 (UMTA)
のパッシブリフト装置に関する研究は，本来の許
可申請から，研究を始めるための9つの契約まで
に3年を必要とした。その研究が行なわれ，予備
的報告書があるにもかかわらず，その計画は今だ
に不完全なままである。
ところで，パス運行管轄区の事業主体はデイレ
ンマに直面していた。彼らは，広く試験されず，
かっ客観的な調査団によって評価されていないリ
フト装置を研究すべきなのだろうか。彼らは，
Caltransの調査からのデータが利用できるように
なるまで，リフト装置の研究をおくらせるべきな
のだろうか。
(2) リフト装着車輔のサービスの実施
TDT (Transport Design and Technology，交通
の設計と技術)は，第一φノfッシブリフト(リフ
トとステップの出入口が共通)を市場に出した。
1977年の 2月には，これらのリフトの 5つがサン
デイエコ事の路線パスに導入された。これらが合衆
国における最初のアクセシブルなパスであった。
1977年の 9月までに TDTは， 500以上のパッシ
ブ[リフトとステップの出入口が共通}な車いす
用リフト付パスを製造し，サンディエゴ，アトラ
ンタ，セントルイス，オレンジカウンテイ，ロサ
ンジ、ェルス，その他の都市で運行することとなっ
た内
セントルイスの BSDA社 (Bi-StateDevelop-
ment Agency) は，十分にアクセシブルなパス運
行システムの概念を実施するための最初の最も良
いアクセシプルなパスシステムであった。 1977年
には，その年の11月には運行することになった
157のリフト設備付きの車輔を追跡調査した。
たいていのパス運行管轄区の事業主体は，まだ
リフト装置を有していなかった。 1980年秋には，
合衆国内のおよそ100箇所のパス運行管轄区の事
業主体は数台のリフト付きパスを持ったにすぎな
しミ。
一度，アクセシブルな路線パスサービスが利用
されるようになると 2つの課題がアクセシブル
なパス運行の有効性を評価するための研究を必要
とした。すなわち利用者数とコストの問題である。
利用者数に関する正確なデータを集めることは
大変困難であるということが示された。運輸省交
通システムセンターのオベレーションリサーチを
専門とする RobertCaseyは，利用者数の統計の
概観を整理することに関心を持っている。彼は次
のように述べている。「車いす使用者のアクセシ
ブルなパスの利用者数のデータは必ずしも有効
で，正確とは限らない。運行主体の約半数の団体
のみが，正確な利用者数の合計であると思えるも
のを提供できるだけである。」電話での会話の中
でCaseyは述べた。「私はその特性を示す利用者
数のデータにそんなに大きい自信はもっていな
い。」
利用者数，それが正確に報告されたとしても，
それはパスサービスの信頼度やリフト付パス等を
どのように導入するかの方法によっても影響され
る。統計が集められたパス運行管轄区の事業主体
のうちのひとつも，十分にアクセシブルなシステ
ムをもっていなかった。輸送能力とアクセシブル
なパスの前進が利用者数に影響する要因である。
リフト付パスの信頼度は疑わしいが，利用者数に
影響する主要な要因になっている。
1977年の終わりには，セントルイスの BSDA
社は，より数多くのリフト付きパスを有した。こ
のシステムが最も広く研究されてきており，多く
のデータの出所である。不幸にも，そのリフト装
置は，あまり信用できないものだった。サービス
開始の 9ヶ月の聞は， リフト付きパスが利用で、き
ない時のリフト付きでないパスの使用は， 79固と
いう結果に終わった。
セントルイスの利用者数の数字は，疑わしい値
である。
BSDA社の配車係は，車いす使用者が
リフト付パスに乗る際の利用者数を記録
する責任を負っている。運転手は，車い
す使用者がパスに乗り降りする際の手伝
いとして，いつも乗客を呼ぶように指示
されている。車いす使用者でパスを利用
した人は，配車係の運行記録と運行日誌
の比較によると，実際の乗車のおよそ半
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分だけが配車係によって記録されたこと
が明らかである。
セントルイスが，サービスの信頼性の問題を経
験した唯一の都市ではない。アクセシブルなパス
車輔の使用についてのデータは，これら初期の第
一世代のリフトの不信感や適切な維持管理の欠
除，そしてデータの収集の方法によって少なくと
も影響をうけている。
アクセシブルなパス車輔を指摘する者は，利用
者数が少ないことを主張する統計上の問題点を指
摘する。彼らはまた，パス運行管轄区の運行主体
のすべての路線が100%アクセシプルになるまで
は，リフトの使用は最少限に止どまるであろうと
いう議論をしている。人々が，長く待つことなし
に，時刻表どうりのアクセシブルな運行や自由な
乗換を期待できるようになるまで何本かのアクセ
シブルな路線は必要最低限度である。
帰宅時にリフトが高い事故率を示しているパス
運行管轄区では，障害者は彼ら自身帰宅する手段
もなく，バス停で立ち往生することに気づいた
一一ーどんな通勤者に対しでも困難な状況ではある
が，タクシーや友人の車に乗ることができない車
いす使用者にとっては災難である。そのような出
来事は，障害者の人たちにのパス交通利用を避け
ざるを得ない状況にさせている。
アクセシブルなパス運行の反対者は，リフト装
着の研究に反対し，その論理としてアクセシブル
なパス路線の低い利用者数の統計を使用する。こ
の事態は米国公共交通協会 (APTA)訴訟【504
条の規定である連邦政府の財源援助を受けている
路線パスに対してその50%以上をリフト付車輔と
すること。これができない場合にはドアトードア
のリフト付車輔(パラトランジット)をその代り
として運行すること。という規定反対して訴訟を
起したものである。】において最も顕著であるが，
またたくさんのパス運行管轄区運行主体の成りゆ
きを待つ態度や他のあからさまに敵意のある態度
においても明らかである。
不幸にも，これらの低い利用者数の統計は，不
正確な利用者数等のデータや，前述した他の否定
的な影響についての適切な言及もなしに，米国公
共交通協会 (APTA)によって交通の運行主体へ
広まっている。
シアトルでのアクセシブルシステムからのより
最近のデータでは，極めて高い利用者数を示して
いる。シアトルのメトロ(公共交通運行体)のマー
ケテイングの専門家であるB.J. Carrolは，その
高い利用者数を 2つの要因に帰着させている。「私
の哲学は，障害者の乗客は，他のだれとも全くち
がっていないということです。標準的なマーケ
ティング技術を用いることができるので実用的で
あることです。Jサービスの信頼性は，人々に公
共交通を利用することを促す最高のものである。
メトロは，サービスの信頼性を強調している。こ
れは，信頼できるリフト付車輔を備えることで大
きく促進されている。「我々のリフトは動いてい
るjとCarrolは述べ「もしリフトが動かなかっ
たら，あなたはどうす争のですか?J
Caseyは，シアトルの高い利用者数を説明でき
なかった。彼は， r私は彼らがその数字を擁護し
ようとしているとは考えられない。Jと述べた。
システムの信頼性とマーケテイングの技術は，
アクセシブルなシステムにおいて利用者数の水準
を決定するのに重要な要因であるo
リフトが今や第二，第三世代の設計にあること
を考えると，第一世代のリフトを使用した利用者
数のデータは用いることができない。パス運行管
轄区の運行主体は，時代遅れのデータに基づくリ
フトの研究，信頼性，費用に関する決定に基礎を
おくようにしなければならない立場にある。しか
も，リフト装置の概念はまだ極めて新しいので，
調査から得た統計が第二，第三世代の設計におい
てやっと利用できるような段階になってきたので
ある。
パス運行主体者と障害者の双方が，この情報
ギャップにとらわれている。両者ともより信頼で
きる情報を受けることが出来るだろう。しかし，
この情報は，十分なお金と時聞をかけて一新され
たリフト付パスに関してアクセシブルな車輔の設
備費用，あるいは障害者にとってのリフト付パス
の価値を評価するための正確なデータが得られて
使用されるまで役立たないだろう。
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さしあたり，不正確で信頼できないデータは，
将来のアクセシブルな車輸設備を決定するのに用
いないことが最も重要である。
6-2 パラトランジット
パラトランジットは， 1915年の太平洋の都市に
根ずいて広まってきたジットニーと同じくらい古
く，現在，都市と郊外聞の通勤に試みられている
バンプールシステムと同じくらい新しい。それは，
自家用車と路線パスの代わりである。増大するエ
ネルギー危機に伴い革新的，進歩的パスへの原動
力を供給した都市大量交通庁 (UMTA) は，路線
パスの代わりに一連のパラトランジットに熱入れ
るようになった。この調査の大半は， 1960年代と
1970年代に行われた。
いくつかのシステムは活躍し，特に，路線パス
サービスのない小さな町の条件下ではよく活躍し
た。 1972年までに，合衆国内で運行しているまた
は運行を始めようとしている19のパラトランジッ
トシステムがあった。老人や障害者に対して特に
計画されたものはなかった。
6-2-1 障害者・老人のためのパラトラン
ジッ卜の歴史
法律が車輔設備に対する障害者の権利を反映し
始めるにつれて，その法律に見合う選択が考慮さ
れなければならなかった。障害者へのサービスを
中心としたソーシャルサービス機関への行き帰り
の障害者の送迎を実施していた。このドアトード
アのサービスの供給のための小型のパンと乗用車
使用が，言わばパラトランジットのモデルであっ
た。
パラトランジットは，老人や障害者の交通手段
に適用できるかもしれないという可能性が出てき
た。この初期の可能性の大部分は，老人法 (Older
Americans Act)の皿条の高齢者コミュニティプ
ログラム (CommunityProgram for Aged) と四条
の高齢者給食プログラム (SeniorNutrition 
Program)から由来したものである。高齢者は，
生活している地域から食物が供給される地域へ移
されなければならなかった。
投資は主に高齢者のためにとっておかれた財源
から出資された。システムは，主たる対象者とし
て障害者ではなく高齢者のために設立された。
サービスの優先順位は，えてしてこのような不つ
りあいがみられた。優先順位の偏見は，量的なデー
タによる投資の更新によって一層悪化した。 1時
間当りの利用者数は， しばしば用いられる量的な
尺度で評価された。したがって，乗客統計を吊り
上げるために高齢者の利用頻度の水増しを行っ
た。
他のパラトランジットシステムは，都市大量交
通庁 (UMTA)の組織だった運行によるデモスト
レーション・プログラム (SMDP) によって実施
された。これらの計画は，試行的なパラトランジッ
トの確立のために，そして高齢者や障害者への適
用性を評価しつつこの計画やその他既存のパラト
ランジットサービスを研究するために予算化され
た。その計画は，モピリティ(外出)を伸ばし，
サービスのトリップ当りの費用[外出一回当りの
費用】を低く押え，さらには出来るだけ多く私的
なセクター[ボランティアなどを意味する]を盛
り込むよう，そしてソーシアルサービス機関の交
通の効率や効果を上げるように計画された。
サーピスの準備は 3つの一般的カテゴリーに
分類する。
①組織されたソーシャルサービストランスポート
(Coordinated social service transportation) 
一一一既存のソーシャルサービス機関の交通は，
サービス水準を最大限に活用するよう工夫され
る。
②呼出し応答方式 (Demand-responseservice) 
一一利用者は，これらの交通運行主体をドア
トードアサービスと呼ぶことができる。
③利用者への補助(user-sidesubsidies)一一利
用者は，彼らがパスサービスを利用するための
利用券[タクシー券のようなもの]や，支払い
に関する証番を発行される。
3つのカテゴリーは時折重複することがある。
例えば，デイマンドリスポンス (demand-response)
又は，ダイアルアライドサービス (dial-a-ride
service)は，支給された利用券で金を払う。また，
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登録された人のうち予約申込があった人に対して
利用を許可する。
多くの障害者の活動家は，パラトランジットが
特定の障害者の層に対して必要であるが，それは
路線パス等に乗れない障害者に対する解決策では
ないと信じている。彼の推理は，市民権やメイン
ストリーミング(本流【障害者と健常者を区別し
ないこと。シアトルでは区別しない方法でサービ
スを展開している。))の議論と，パラトランジッ
トサービスは，かなりの費用がかかるわりに適切
なサービスを供給していないという，より深い議
論とを結びつけたものである。
1975年に，交通等のコンサルタント会社でディ
レクターをしているアクセシブ、ルなパス等に関し
て障害者の専門家であるデニス・キャノン (Denis
Cannon [1983年現在は U.S.Architectural and 
Transportation Barriers Compliance Boardに勤
務))が，交通システムは実際パス等に乗れない
障害者に対しでも，それ以外の人々と同じサービ
スを供給しているのかどうかを評価する 6つの中
心となる規準を列挙する論文を書いた。
これらの概念はのちに要約されて，その考え方
のいくつかは，運輸省の法律 (DOT504 
Regulations)に盛り込まれた。それらは，交通サー
ビスが評価できるような価値ある基準を示してい
る。
一一一般の人と同等のサービスの試み一一
1) 等しいサービス範囲一一障害者に対する
サービスは，一般的なサービス地域にわたっ
て拡張するべきであり，一般の人によって使
われるシステムと同じ時間運用すべきであ
る。
2) 等しい乗換頻度一一障害者の乗客は，健常
な乗客よりも少しでも多く乗換を必要とすべ
きではない。
3) 等しい料金一一障害者の乗客は，等しい距
離の移動に対して一般市民より高い料金を課
されてはならない。
4) 等しい交通目的一一主たるシステムを利用
している健常者が移動目的によって制限を受
けないのと同様に，障害者も制限を受けない
こと。
5) 同等のトリップの意志決定と移動時間一一
障害者の乗客に対してのトリップの時刻を意
志決定することと移動時間は，健常者の乗客
と同等にすべきである。
6) 等しい交通容量一一公的パスの健常な利用
者は時折，満員の車輔に直面するが，しかし
利用できないことは決してない。アクセシブ
ルな路線パス[主としてリフト付パスをいう]
について，車輔産業の分野では， Iもし障害
者が停留所に来ることができなければ，アク
セシブルな路線パスがどんな利点をもつのだ
ろうか?Jという疑問とともに多くの反対理
由が生まれてきたoしかしながら，等しくもっ
ともな疑問として「障害者自身が予約した，
ドアトードアのサービスだけに限定された移
動に，どんな利点があるのだろうか?J実際
には，障害者は，少しは前者の立場すなわち
路線パスの利用を調整することができる(障
害者自身は，だれか介助してくれる人を得ら
れるかもしれないということである)。しか
し，後者すなわち， ドアトードアサービスに
ついては調整することはできない。
6-2ー 2 24団体のパラトランジットシステム
の研究
パラトランジットによって供給されるサービス
水準を評価するために，合衆国で運行している24
団体のパラトランジットシステムが選ばれ，その
サービスに関してデータが集められた。このデー
タは，交通機関の利用困難を伴う障害者の必要性
を扱う時に，パラトランジットの評価のための有
効な指標となる。
パラトランジットシステムは，組織だった運行
によるデモストレーション・プログラム (SMDP)
から選ばれたのであり，組織だった運行によるデ
モストレーション・プログラム (SMDP)によっ
て研究進行中のもの，サンフランシスコ地域で運
行されているものである。すべてが少なくとも 1
つのリフト付き車輸を持っていた伊
そのデータは，そのプロジェクトに直接従事し
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表-2(1) 24のパラトランジットシステム
運行団体名と地区名 Akron，Ohio Ann Arbor， MichラIgイ'an Atlanta， Georg岨 Austin， Texas 
Special Citizen's Area ダイ7ルーアー ド(3つのシ Metropolitan Atianta Special Transit 
Transit (SCAT) ステム:市内，市外，カウンティ)Rapid Transit (MARTA) Service (STS) 
車輔のタイプと台数 24台のパン(リフト付が13台) 13台のパン(すべてリフト付) 老人に47台の大型パス 3台のパン，付5)台のミニパス(す
36台の乗用車， 1台のパス(リ 障害者に21台の大型リフト付パ ベてリフト
7トなし) ス
対象地区の人口 845，0∞ 234，∞o 1，100，ωo 325，000 
推定した利用対象者人 54，895 25，740 116，∞o 29，674 日
適格者の条件 老人・障害者 Ann Arhor & Washenaw 老人・障害者 公共交通が使えない老人・障害
低所得者 County住む老人・障害者 者
受録した利用者数 17，144 3，113 Lパス80は毎日 2，ωo 
予約方式の老人パスは無回答
適格者を審査する団体 Metro Regional Transit Retired Senior Metropolitan Atlanta Special Transit Service 
Volunteer Program Rapid Transit 
Ann Arbor Transit Authority Authority 
運行日 月~土 5-7日間 月~金 月ー金，土，日
運行時間 6 -18 3つのシステムで異なる 午前と午後のラッシュ時 6 -22， 12-24， 9 -21 
利用回数制限 1日I往復 なL なし なL
事前予約の期間 24時間 30分-24時間システムによる 老人パスは 1週間 24時間
障害者のパスはなし
一回当りの利用運賃 $2，71 タクシー $19.97 事21∞ リフト付パス $9.60 パス
$2.23 /{ン $ 2.10 老人用パス $6.25 タクシー (1980)
一回当りの運賃に含ま 車輔の初期投資あるいは償却費 車舗の初期投資あるいは償却費 車輔の初期投資あるいは償却費
れないもの
車輔取得の制度・機関 UMTA5条 ダイアルーアーライド
車輔の寿命 パスが10年 10年 10年
パンと乗用車は無効
運行団体 市民団体 Ann Arbor Transit Metropolitan Atlanta Austin Transit 
Authority Rapid Transit System-Special 
Authority Service 
団体/非団体 団体 団体 団体 団体
運転手の数 14 無効 12 
語転手による乗降の介 有 有 無 有
他の路線パス等 Metro Regional Transit Ann Arbor Transit Metropolitan Atlanta Ausitin Transit System 
Authority Rapid Transit Authority 
他のパラトランジット タクシ← なし タクシー/ソーシアルサービス
機関
運行開始年月 1975年7月 1973年 老人パス 1976年10月 1976年
障害者パス1977年5月
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表-2(2) 24のパラトランジッ卜システム
運行団体名と地区名 Bridgeport， Connecticut Brockton， Massachusetts Cleveland， Ohio Columbia. Missouri 
Bridgeport Coordinated Dial-A-Bat Cleveland Regional Older Adults 
System Transit (C置T) Transportation Service (OA TS) 
車輔のタイプと台数 2台のパン(リフト付) 21台のパン (9台がリフト付) 49台の車輔 125台のパン (40台がリフト付)
4台のパン(リフトなし) 18台のミニパス
2台のステーション・ワゴン 2台のパン J 
対象地区の人口 326，090 136，000 1，800，000 ミズリー州の88カウンティ
推口定した利用対象者人 64，000 15，450 120，∞o 無効
適格者の条件 老人・障害者 老人・障害者 老人・障害者 移動障害のある老人・障害者 l 
登録Lた利用者数 無効 全体ー盤効 13，000老人 32，0O!J 
80帽子約 70，000障害者
20拓ダイアルーアーライド
適格者を審査する団体 Bridgeport Coordinated Dial-A-Bat Cleveland Regional Iocal Conunty 
System Transit Committees 
運行日 月一金 月~金，土 月一金，日 月~金
運行時間 8 :30-16:30 7-18， 9 : 30-16: 30 9 -16 : 30， 8: 30-14 : 30 8 -17 
利用回数制限 をし なL なL なし
事前予約の期間 48時間一 2週間 24時間 車いす 48時間 2週間
サービスによる 老人 24時間
一回当りの利用運賃 $4.75 $5.00 ダイアルーアーライド $4.20 $11.18 
$1.10 
一回当りの運賃に含ま 無効 運行車輔の事務経費と初期投資 車輔の初期投資
れないもの あるいは償却費 あるいは償却費
車轍取得の制度・機関 連邦政府基金と公債 UMTA3条 ほとんど UMTA則的)(2)
して
車輔の寿命 無効 4-5年 5年 3年
運行団体 様々な行政当局 Brockton Area City of Cleveland Older Adults 
Transit Authority Transportation Service 
lnc 
団体/非団体 非団体 非団体18，団体2 団体 非団体
運転手の数 13( 7はCETA) 20 49 185 (85はパートタイム)
首転手による乗降の介 無 有 有 有
他の路線パス等 Greater Bridgeport Brockton Transit Cleveland Regional Columb岨 Area
Transit District Authority Transit Transit Service 
他のパラトランジット 17の公共団体と非営利団体 タクシー/15のソーシアル ソーシアルサービス機関
サーピス機関
運行開始年月 1978年1月 1977年 1976年7月 1971年
I無効，その欄の圃答がなかったものl
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表-2(3)24のパラトランジットシステム
運行団体名と地区名 Denver. Colorado L.A. County. California Lower NCaoungnaetcutcik c New York City， 
Handi Ride. Senior Get About Valley， Connecticut New York 
Ride VDiasltlreiyc，t Transit Easy-Ride 
車輔のタイプと台数 12台町パス(すべてリフト付) 7台のパン(リフト付が4台) 11台のパス(リフト付が2台) 10台のパス(りト付が5台) I 
2台の乗用者 2台のパン(リフトなし)， 3台 l台のパン(リフト付)
の乗用車
対象地区の人口 1，300，∞o 200，000 78，0∞ 250，000 
推定した利用対象者人 120，300 26，0∞ 15，500 25，000 口
適格者の条件 老人・障害者 老人・障害者 老人・障害者 老人・障害者
低所得者
登録した利用者数 障害者の156人が毎日の定期利 4，400 6，000 3，600 
用者
老人は無回答
適格者を審査する団体 Denver Regional Transit Get About ソーシアルサービス機関 私的な非営利団体
運行日 障害者/月一金 月~金，日 月ー金 月~金
老人/月一金
運行時間 5 : 30-21 : 15 8 -18， 8 -16 6 -18 7 -18 
8 :∞ 16: 00 
利用回数制限 1日3-4回 なし なし 1往復
事前予約の期開 障害者/前の週の火まで まL 2時間 48時間
一回当りの利用運賃 事7.∞ $5.37 $8.91 $10.00 
事1.00
一回当町の運賃に含ま 車輔の初期投資 車輔の初期投資費 車輔の初期投資
れないもの あるいは償却費 あるいは償却 あるいは償却費
車輔取得の制度・機関 交通管轄区 地域老人機関 UMTA-3条 UMTAー 16条(bX2)項
(Transit D回trict) tArea Agency 00 Aging) 
車輔の寿命 5年 158，ω0-250，0ω7イル 5年 5年
車輔取得の制度 Denver Regional Transit Pomona Valley Valley Transit District Vira I利ns団titu体teをo基fJ礎us)tICe 
Community Services. Inc (非営
団体/非団体 団体 非団体 非団体 非団体
運転手の数 14 15 1O( 2人は総合職業訓練法)
運助転手による乗降の介 有 有 無 有
他の路線パス等 Denver Regional Transit Southern California なL 必要
Rapid Transit 0回trict
他のパラトランジヅト 障害者に対しては定期利用 Checkerのタクシー Ambuletters 
運行開始年月 1975年2月 1977年12月 1973年 1977年 1月
*定期利用
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表-2(4) 24のパラトランジットシステム
運行団体名と地区名
CEP(AIoftCutosCnrbt Euy SfroCSgr h)oS，ArhPldaelmrngenahd steynd lnyvdae nla 
Portland， Oregon Provisio. lIinois Roanoke， V irginia 
The Lilt Council 00 Aging Unified Human 
Service Services Transportation Agency 
車輔のタイプと台数 7台の車輔 15台のミニパス(すべてリスト 7台の乗用車， 2台のミニパス 1台のパン((リフト付が2台台) 
(委託運行) 付) (リフト付) 10台のパスリフト付が2
」
対象地区の人口 1，900，000 385.∞o 186，000 241，∞o 
推定Lた利用対象者人 14，000 23，000 人口の15ー 18% 6，ωo 口
適格者の条件 老人・障害者 ポーランド居住者のうち移動障 老人・障害者 I福祉施設などの利用者1
害がある者
登録した利用者数 ι300 3，000 無効
」
適格者を審査する団体 交通当局 参加悶体 行政の老人課 参加団体
運行日 月一日 月一金 月~金 月一金
運行時間 6 : 30-22 : 30 7 : 00-19 : 00 9 :∞ 16: 00 6 :30-18:30 
利用回数制限
事前予約の期間 24時間 48時間 24時間 24時間
一回当りの利用運賃 各々の車輔によって異なる $10.00 ノてス 無効 無効
$8.00 タクシー
一回当りの運賃に含ま 無効 事務経費 無効
れないもの 車の初期投資あるいは償却費
車輔取得の制度・機関 無効 UMTA 借りている 2台のパンーl副bX2)/UMTA
車輔の寿命 無効 5-10年 3年
運行団体 Port Authority 01 Allegheny Tri-Met Transit 行政の老人課 Unified Human 
County Authority Services Transit 
Agency 
団体/非団体 団体と非団体 団体 団体 非団体
運転手の数 無効 12 6 16( 2人は総合職業訓練法)
震転手による乗降の介 有 有 有 無
他の路線パス等 Port Authority 01 Allegheny Tri-Met Greater Roanoke 
County Transit Co 
他の定路線車車両 なL ソーシアルサービス機関 Ambuletters 
運行開始年月 1979年3月 1976年12月 障害者 1979年 1975年10月
老人 1972年
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表一2(5) 24のパラトランジットシステム
運行団体名と地区名 Rochester， New Yor量 San Antonio. Texas San Diego， California San Fancisco. California 
Via Bus Canos Kip 
車輔のタイプと台数 11台のパス(すべてリフト付) 25台のパン(すべてリフト付) 9台のパン(すべてリフト付) 20台台)のパンとパス(リフト付が
15台のパス(リフトなし) 12 
対象地区の人口 650.000 800.000 1.000.000 665.000 
推定した利用対象者人
67.0∞ 60.0∞ 300.0∞ 53.000 口
適格者の条件 老人・障害者 通常の交通機関が利用できない 老人・障害者 老人・障害者
か、困難を伴う人
登録Lた利用者数 500 2.500 2.0∞ 
適格者を審査する団体 Rochester & Genesee 医師とソーシャルサービス機関 ダイアルー7ーライド CaDOD Kip 
Regional Transit 
Authority 
運行日 月~金.土 月~日 月~金 月一日
運行時間 7 :ω 1ー8:00 6 :ω-23 : 00 7・30-18:∞ 8 :ω-21: 30 
10:ω-18 :ω 
利用回数制限 1往復 1日1往復
事前予約の期間 24時間 2日-1週間 24時間 4日
一回当りの利用運賃 $7.00 $8.∞ $3.46 $7.50 
一回当りの運賃に含ま 運行車輔の事務経費と初期投資 車輸の初期投資 事務経費 車輔の初期投資費
れないもの あるいは償却費 あるいは償却費 ドライパーの給料 あるいは償却
車輔取得の制度・機関 Rochester & Genesee UMTA5条 16(bX2)/UMTA 
Re田onalTransit 
Authority 
車輔の寿命 4年 3去年 3-5年 3-5年
運行団体 Rochester & Genesee S3n Antonio Metro City 01 SaD Die酔 CaDOD Kip 
Re皿onalTransit Transit Authority 
Authority 
団体/非団体 団体 団体 非団体 非団体
運転手の数 15 23 2604人は総合職業訓練法)
運転手による乗降の介 無 歩道から歩道だけ 無 有
他の路線パス等 Rochester & Genesee San Antonio S3n Die酔 Transit San FranCIsco 
Regional Transit Metro Transit Authority Corporation Municipal Railway 
Authority 
他のパラトランジット ソーシアルサーピス機関 23 ソーシアルサービス機関
運行開始年月 1978年8月 1979年1月 1975年7月 1977年7月
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表一2(6)24のパラトランジットシステム
運行団体名と地区名 San Mateo-Santa Clara. Spokane， Washington Syracuse， New York W四tport.Connectic叫
California YMCA Call-A-Bus Maxi-Taxy 
Redi Wheels 
車輔のタイプと台数 12台のパス(すべてリフト付) 24台のパン(すべてリフト付) 5台のパス(リフト付が4台) 2台のパン(リフト付)
対象地区の人口 600，∞o 280，000 2∞，0∞ 35，ωo 
推定した利用対象者人 無効 80，000 30，000 3，0∞ 口
適格者の条件 移動上の障害がある老人・障害 老人・障害者 老人・障害者 老人・障害者
者 低所得者
登録した利用者数 4，500 1，500 車いす使用者 III 
適格者を審査する団体 地域交通サービスと医師 YMCA 正式な審査はない Westport Transit 
District 
運行日 月ー金 月~金 月~金 月~木
土，日 金，土
運行時間 8:30-17:30 8 :00-18:00 6 -22， 6 -1 
10-16， 8 -16 6 -14 
利用回数制限 1日2回
事前予約の期間 24時間 48時間 48時間-7日 24時間
一回当りの利用運賃 $9.12 $1.92 $3.80 $3.11-5.37 
一回当りの運賃に含ま 運行車輔の事務経費 車輔の初期投資 車輔の初期投資 車輔の初期投資
れないもの 初期投資あるいは償却費 あるいは償却費 あるいは償却費 あるいは償却費
車輔取得の制度・機関 19台のパン 1副bX21/UMTA Centro Transit District UMTA3条
車輔の寿命 10年 5年 12年 3年
運行団体 Sam Trams Spokane Area Special Centro Transit District Westport Transit 
Transit Agency District 
団体/非団体 非団体 非団体 団体 非団体
運転手の数 21 14(I CETA) 7 40 
言転手による乗降の介 有 有 車いす使用者のみ歩道から歩道 有
他の路線パス等 Sam Trams Spokane Area Transit Centro Transit District Westport Transit 
Agency District 
他のパラトランジット 存在する County Shuttle ダイアルーアーライド
運行開始年月 1977年3月 1975年2月 1972年 1977年4月
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ている人か又は，政府の調査団に所属する27人の
利用できる文献と電話による話を通して集めた。
表-2は，これら24団体のパラトランジット
サービスから集めた生データを編集したものであ
る。表-3-9は，データの分類と分析を示した。
調査した24団体のパラトランジットサービスの
うち， 23団体は，障害者や老人にサービスをして
いた。さらに23団体のうち 5団体は，伝統的な路
線パスサービスを利用することに問題がある老人
と障害者に対して利用を限定したものである。障
害者や老人にサービスする他の 3つの運行団体
は，低所得者層にもサービスをしている。第24番
目のサービスでは，福祉施設などの利用者にサー
ビスするが，それ以上は年齢や障害の程度によっ
て対象者を特定しないということを細かく規定し
ていた。
運行団体のうちのお団体は，利用する場合，事
前登録を必要とした。事前登録は利用者を審査す
るのに役立つ。申請者は，男，女を間わず規準に
合致する人，すなわち障害者，又は老人であるこ
とを証明しなければならない。11団体のケースで，
運行管轄区では審査を実施した。その他の例では，
老人の地区委員会 (LocalCommission on Aging) 
やソーシャルサービスの機関のような審査ができ
る団体や，非営利団体のパラトランジットの運行
団体を含んでいるので多様であった。
1970年までは，ひとつの団体も運行していな
かった。開始年は以下のとおりである。
パラジッ卜の開始年度別団体数
開始年度 団体数 開始年度 団体数
1971 1 1976 4 
1972 2 1977 7 
1973 2 1978 2 
1974 。 1979 3 
1975 5 
人口規模別パラジット団体数
都市人口 団体数
10万人以下 2 
10-30万人 8 
30-90万人 8 
100万人以上 5 
表-3-5は，サービス地域の人口，利用対象
者数とパラトランジットサービスの利用登録者数
を示している。これらの3種類の数字は，調査し
た24団体のうちの10団体が利用可能であり，表-
3-5は，このデータが有効である10団体につい
て示したものである。これらの表はまた，人口に
対して推定したサービスの利用対象人口を比較す
るための百分率仁人口や推定したパラトラン
ジットの利用対象人口に対してそのサービス利用
登録者数の百分率をも示した。
表-3-5のデータは，その数値が不均等で、あ
ることが最も興味深い。老人と障害者の人口(表
-3)は全人口の6.6%から30%まで様々である。
構成比におけるこの分散は，明らかに対象人口の
決定方法において基準がないからである。対象人
口として全人口の低い百分率を使用している団体
は，その時，サービス利用登録者数について高い
構成比を示しうる。例えば，老人や障害者として
全人口の6.6%だけを対象とするサービスは，そ
の時，利用登録者数について69%を示しうる。
仮に，利用登録者数が全人口と比較されるなら
ば， (表-3 -5)構成比は0.07%と低い。全人
口に関しての最大の利用登録者数の構成比は 8%
である O この 8%という数字は，パラトランジッ
トの利用対象人口が老人，障害者，低所得者に対
するサービス供給を含んでミいる地域内でのもので
ある。
之のデータは，パラトランジットの利用対象人
口の推定方法や利用適格者の定め方や事前登録の
方法がまちまちであることを示していると思われ
る。
サービス地域の人口は，小さな都市から100万 パラトランジットの利用対象人口の推定と登録
人以上の人口のものまでさまざまであった。 した利用者の構成比は低い。これらの低い推定値
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表-3 パラトランジットサービスの人口・利用対象人口・利用登録者数
障害者・老人のサーピスを実施している 5団体について
運行地区名 アン・アーパー クリーフ守ランド ロサンジェルス ローチェスター サンディエニア司州カウンティ
項目 ミシガンナ1' オハイオナ|・| カリフォルニア州 ニューヨーク州 カリフォル
A;サービス地域の人口 234，000 1.800、000 200、000 650、000 1，000‘000 
B;サービスの利用対象人口 25，740 120，000 26，0∞ 67，000 300，000 
人口に対する利用対象人口の
11% 6，6% 13% 10% 30% 構成比(%)(B/AX100)
C'サービスの利用登録者数 3，113 83，000 4.400 500 2，000 
人口に対する利用登録者構成比 1.3% 4，6% 2，2% 0，07泌 0.2% (%)(C/AXIOO) 
対象人口に対する利用登録者 12，0% 69.0% 17，0% 0.7% 0.7% 構成比(%)(C/B XIOO) 
表-4 パラトランジットサービスの人口・利用対象人口・利用登録者数
公共交通の不足あるいは移動障害のためのサービスを実施の3団体について
運行地区名 オースティン ポートランド サンアントニオ
項 目 テキサス州 オレゴン州 テキサス州
A;サービス地土或の人口 325，000 385，000 800，000 
B;サービスの利用対象者人口 29，674 23、000 60，000 
人口に対する利用対象人口の構成比(%)(B/AX100) 9% 6% 8% I 
C;サービスの利用登録者数 2，000 4，300 2，500 
人口に対する利用登録者構成比(%)(C/AX100) 0.6% 1% 0.3% 
対象人口に対する利用登録者構成比(%)(C/B X100) 7% 19% 4% I 
表-5 パラトランジットサービスの人口・利用対象人口・利用登録者数
障害者・老人・低所得者のためのサービスを実施している 2団体についてー
運行地区名 アクロン ロウワー・ノウガ
トック・パレイ
項 目 オハイオ州 コネテイカット州
A;サービス地域の人口 845，000 78，000 
B;サービスの利用対象者人口 54，895 15，500 
人口に対する利用対象人口の構成比(%)(B/ A X100) 6% 20% 
C;サービスの利用登録者数 17，144 6，000 
人口に対する利用登録者構成比(%)(C/ A X100) 2% 8% 
対象人口に対する利用登録者構成比例)(C/BX100) 31% 39% 
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を使って，パラトランジットシステムによって供
給されるサービス水準を評価するために，パラト
ランジットの利用できる車輔台数によっているこ
とは興味深い。表-6は登録した利用者に対して
と推定対象人口に対しての車輔台数を比較したも
のである。それは，このデータからの推定値とし
て，車輔一台当りのサービス対象人口を示した。
同じ10団体のパラトランジットシステムが，表
3-5においても用いられている。
表-6は，登録した利用者に実際に利用される
サービス水準を表わしている。すべての車輔が同
時に働き，修理のための時間が許されないという
不可能な状況を仮定した時でさえ 1台のパン，
あるいはタクシーが489人の利用者にサービスす
る必要がある。すべての場合とも，適格者数のう
ちのほんのわずかの人だけがサービス利用に登録
されるので，表-6は，もし，対象人口が実際の
公共のパラトランジットサービスを利用しようと
した時に何が起こるのかということを知るのに役
立つ。 10団体のサービスで車輔 1台当り3540人と
いう平均値で，車輔は，各々900から12，500人の
間でサービスをするものと思われる。すでに，対
象人口の見積もりが低いということはわかってい
る。
表ー 7は，事前の予約が必要な時間を示す。事
前予約の期間は，パラトランジットシステムの送
迎予約が完了し，そして車輔が迎えにやって来る
までの閉に必要な時間である。研究対象のパラト
ランジットシステムのほとんどがそうであるが，
ひとつの例では車輔の利用者が，誰もが自分が
サービスに適するということを証明するために事
前登録をしなければならなかったO
24団体のうち 4団体だけが， 24時間以下の事前
予約期間である。この4団体のうちの 2団体は，
サービスのほんの一部が24時間以下の事前予約期
間であった。最小事前予約期間である24時間から
48時間を必要とするサービス (17団体)の大部分
では，事前予約期間は2週間以内であった。 1-
2週間という最長の予約期間は，人がある場所か
ら他の場所まで正式なスケジュールで運ばれる予
表-6 利用登録者数および推定対象人口と車輔台数との比較
》 ぷL A B C D E 対象人口 サー ビス利用登録 パラトジットに用い 一台当りの利用登 一台当りの対象者数 られている車輔台数 録者数 人口
アン・アルボー ル
25，740 3，113 13台のパン 239 1，980 ミシガン州
クリー プフンド
120，000 83，000 49vehicles事 1，694 2，449 オハイオ州
ロー チェスター
67，000 500 1台のパス 45 6，090 ニュー ヨー ク州
ロサンジェルス・カウンティ 26，000 4，400 7台のパン 489 2，889 
カリフォルニア州 2台のタクシー
サンディエゴ
300，000 2，000 24台 83 12，500 カリフォルニア州
オー スチン 29，674 2，000 3台のバン 250 3，709 
テキサス州 5台のミニパス
ポー トランド
23，000 4，300 15台のパン 287 1，533 オレゴン州
サンアントニオ
60，000 2，500 25台のハン 100 2，400 テキサス州
アクロン 54，895 17，144 24台のパン 281 900 
36台のタクシー
オハイオ州 l台のパス
ロウワー ・ノウヵr夕、ノク・ノfレイ 15噌500 6，∞o 1台のパス 375 969 
2台のパン
コネティー カァト州 3台の乗用車
*18台はミニパス， 2台はパン
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表一7 障害者・老人パランジッ卜の予約必要状況
24団体について
利用時の
事前予約必要期間 2 3 4 5 6 7 8 9 101 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 
2週間前まで
1週間前まで
』‘4目前まで
48時間前まで
24時間前まで
2時間前まで
なし.
企 1週間前の火晦日
図の罫線は最低限度や線量債の予約時間あるいは好ましい予約時間を意味する
また、 2つのサービスタイプによる異なる予約時間も示している
約サービスに関するものだった。
表-8は，この予約スケジュールの時間をパラ
トランジットの運行の時間数，日数について示し
たものである。
10の団体では，サービスは週末には利用できな
かった。このように，障害者は週に 2日は公共的
な交通サービスを利用できなかった。他の 6つの
パラトランジット運行団体は，そのサービスを週
末 1日休みまで拡張した。たったの 5団体だけが，
1週間に 7日運行した。24団体のうち 6団体では，
午後7時すぎまでサービスを行った。これのうち
5団体は 1週7日のスケジュールによる運行の
サービスでもあった。これらの 5団イ本のうちの4
つは， 1日から 4日の事前予約期間を必要としたO
事前予約なしで午前6時一午後11時まで 1週7
日のサービスも供給する。ある 1つのサービスに
ついてその質を評価するために，このサービス地
域内の 1人の障害者に電話した。都市交通委員会
(Urban Transportation Commission)のマーサ・
アルパクル (MarthaArbuckle) は，彼女自身パ
ラトランジットを利用していた。彼女は言った「私
は，パラトランジットを大いに支持する者です。
私達は自分達のパラトランジットサービスを誇り
に思っています。」パラトランジットシステムに
ついてのこの明確な発言と共に，彼女は，続いて
サービスはピーク時間に過重負担であると述べ
た。サービスは論理的に3時間前の予約でも提供
できるが， しかし 13時間前に予約するなんでそ
れは冗談でしょう。少なくとも 2日前に予約する
必要があります。j
机上では，このサービスは最良のサービス水準
を与えるものと思われていた。実際には需要は
サービスのおくれという結果となってサービス供
給能力を超えてしまっていた。
データが集められるにつれて， もう一つの興味
深い事実が明らかになった。政府発表の中にある
原価計算値がしばしば路線パスとパラトランジッ
トの原価計算の比較に用いられる。概観してみる
と，その値は不正確であることがわかった。一回
当りの利用コストは， しばしば，車酬の主要なま
たは償却の費用が含まれていなかった。いくつか
の場合では，その数字は事務経費の費用を含んで
週5 
日
週
6 
日
週
7 
日
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表-8 パラトランジ‘ットのサービスレベル
22団体を例として
運行時間 運行曜日 事 前 予 約 時
8 : 00A.M. -6 : 00P.M. 月一金 48時間前
8 : 00A.M. -5 : 00P.M ク 2週間前
8 : 30A.M. -5 : 30P.M. イシ 24時間前
7 : 30A.M. -6 : 00P.M. 。 イシ
7 : 00A.M. -7 : 00P.M イシ 48時間前限度
8 : 00A.M.-6 : 00P.M. 。 48時間前
6 : 00A.M.-6 : 00P.M. 。 2時間前
8 : 30A.M.-4 : 30P.M. イシ 48時間-2週間前
6 : 30A.M. -6 : 30P.M. ク 24時間前
5 : 30A.M.-9 : 15P.M.ム イシ
8 : 00A.M.-4 : 00P.M. 
前週の火曜日まで。
午前と午後のラッシュ時 ク ムはなし，企は 1週間前
7 : 00A.M. -6 : 00P.M. 月一金 24時間前まで
9 : 30A.M. -4 : 30P.M. 土
7 : 00A.M.-6 : 00P.M. 月~金 24時間前まで
10 : 00 A.M.-6 : 00P.M. 土 (大部分の人は5-7日前に予約)
8 : 00A.M.-6 : 00P.M. 月一金 いらない
8 : 00A.M. -4 : 00P.M. 日
6 : 00A.M. -6 : 00P.M. 月一土 24時間前
6 : 00A.M.-1 : 00A.M. 月一木 。
6 :∞A.M. -2 : 00P.M. 金，土
9 : 00A.M. -4 : 30P.M. 月一金 ムは2目前
8 : 30A.M.-2 : 30P.M. 日 企は 1目前
8 : 00A.M.-9 : 30P.M. 月~日 4目前
6 : 00A.M. -11 : 00 P.M. イシ いらない
6 : OOA.M.-10: OOP.M. 月一金 24時間前
10 : 00 A.M. -12 : 00 P.M. 土
9 : 00A.M.-9 : 00P.M. 日
6 : 00A.M.-10: OOP.M 月~金 48時間前が限度
10 : 00 A.M.-4 : 00P.M. 土 (できれば7日前までが好ましい)
8 : 00A.M.-4 : 00P.M. 日
6 : 30A.M.-10: 30P.M. 月一日 24時間前
ム=障害者， A=老人
間
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おらず，ある場合には，運転者の賃金が含まれて
いなかった。
さらに，運転者と他の職員の双方とも，労働組
合のない労働者[パラトランジットの団体がほと
んどそうである!と労働組合のある労働者[路線
パス会社の労働者がほとんどそうである]とが比
較された。パラトランジットにおける少ない給料
レベルから算出された費用と，アクセシブルに改
善した路線パスの費用とはかなり異なったデータ
が用いられている。
調査した24団体のうち21団体が，データとして
利用可能な片道乗車当りの運行費用があった。こ
れら21団体のうちの17団体は，その費用値の中で
ひとつもしくはそれ以上の主要な費用として考え
なければならない要因を欠いていた。 3団体の場
合のみが，すべての費用が含まれていた。残る 1
団体では，質問された人が質問の全3項目-一初
期投資，事務経費，運転者の給与ーーが原価計算
に含まれていたのかどうかを知らなかった。
この調査は，原価計算値がどうやって引き出さ
れたかのくわしい分析もなしにコストデータを使
用したことから，パラトランジットサービスの費
用算出根拠が極めて不正確な状況であることを示
していよう。パラトランジットと路線パスとの問
で正しい費用比較がなされるように，より進んだ
調査が心要とされる。
さらに， 21団体のパラトランジットのうち11団
体が労働組合員でない労働者を雇っていた。パラ
トランジットは標準的な車輔の路線パスよりも激
しい労働なので，パラトランジット運行に対する
費用は， もし労働組合員を雇えば間違いなく増大
するであろう。運転者の給料は，労働組合員のパ
ス運転手に関しては，おおよそ f50-100%大き
くなる。」
都市大量交通法が1964年に可決した時，セク
ション13条(c)項がその中に組み入れられた。この
条項は，連邦政府の援助を受けた交通事業者の労
働者は一人もその労働条件を悪くされることはな
いことを保証した。
パラトランジットは，交通事業の労働組合に新
しい仕事の可能性ある職場として見られていた。
交通事業の労働組合は，始めは，パラトランジッ
トの開発を支持した。労働の激しい交通事業なの
で，パラトランジ、y トは， 1950年と1975年の聞の
38%の雇用減少がみられ，仕事の保護と職場の整
備が残されていた。
初期のパラトランジットシステムの多くは，労
働組合の労働者によって運行されたいた。この調
査の'中では，障害者と老人のためのパラトラン
ジットシステムは，ほとんど非労働組合員の運転
手によって運転されていることがわかった。
障害者や老人のためのパラトランジットサービ
スに，どうして非労働組合員の労働者が雇用され
ていたのかにはいくつかの理由がある。障害者と
老人に対する初期のパラトランジットサービス
は， しばしばソーシャルサービスの機関によって
運行されていた。これらは，しばしばボランテイ
アや非労働組合員の労働者を雇う小規模な運行に
なる傾向があった。その小規模なことと地区が一
定してないことは，彼らを労働組合として組織化
させる自然な流れにはなかった。リフト付きでは
ないパラトランジットシステムの多くはタクシー
を用いた。しばしばタクシーの運転手は，非労働
組合員だった。
本研究の法律に関する条項は， 1973年に障害者
や老人用の交通を供給する車桶を購入しようとし
ている非営利団体を援助するために特に計画され
た初期投資援助プログラムを連邦政府が準備した
ことを述べていた。 16条(bX2)項プログラムでわか
るようにそれは，労働者と交通の関係の歴史にお
いて例外としてあげられる。 13条例項には労働者
の規定が含まれていなかった。
これが，非労働組合労働者によって運営される
障害者と老人に対する国家的な中心都市の交通設
備という結果になった。調査したパラトランジッ
トサービスのうちの 5団体が， 16条(bX2)項プログ
ラムを通じてその車輔の何台か又はすべてを手に
入れた。 16条(bX2)項のバンプログラムは，総合雇
用訓練法 (ComprehensiveEmployment Training 
Act)の職業訓練プログラムが十分運営されてい
た時に開始された。総合雇用訓練法 (CETA) は
多くの非営利団体のヒューマンサービスの機関に
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対し労働賃金を提供した。それらの機関が16条(b)
(2)項に従ってパン確保を利用する時は，彼らは
時々，そのパンの運転手を提供してもらうよう総
合雇用訓練法 (CETA)の窓口に願い出た。調査
された4つのシステムは総合雇用訓練法 (CETA)
のドライパーを用いていた。あるシステムの場合
は， 24人の運転手のうち14人が総合雇用訓練法
(CETA)の労働者であった。同じこのシステム
は， 16条(bX2)項プログラムを通じてその20台の車
輔すべてを得た。
6-2-3 パラトランジッ卜の結論
この研究のデータは，パラトランジットの供給
が極めて厳しい状況に置かれていることを示して
いる。パラトランジットの支持者たちは，それが
適切なサービス水準を供給し，路線パスに代わっ
て用いられるというように見せかけているが， 24 
団体でのサービス水準は，このことが真実ではな
いことを示している。 24団体のパラトランジット
のうちの多くが，組織だった運行によるデモスト
レーション・プログラム (SMDP)の研究で注意
深く記録がとられているので，おそらくそれらは，
サービス水準のすぐれたサンプルとしてまたパラ
トランジット運行団体からの信頼できる利用可能
なデータである。
パラトランジットの利用登録をした人々の数
は，全人口の 8%から0，08%の低い値までさまざ
まである。この後者の数字は，その対象地域内の
すべての障害者と老人を含んでいた。実際にサー
ビスをうける人数は，登録した人数よりずっと低
いと予想できる。このデータは，パラトランジッ
トが必要な人のほんの一部の人々が実際に利用し
ていたことを示すと思われる。
潜在的なパラトランジット利用者は事前登録を
し，そして特定な移動に対しては事前予約しなけ
ればならない。サービスは 1週間につき 7日間，
あるいは夜間には供給されないことが多かった。
多くのパラトランジットの団体は， トリップの優
先順位があった。対象人口(表-5)に関連した
車輔の限界値は，車輔を利用できない障害者のモ
ピリテイがひどく切りつめられるということを意
j味している。多数の対象者が，実際に交通施設と
してのパラトランジットシステムを利用し始める
とすると，そのシステムは全体的に過重負担とな
るだろう。この事は，すでにいくつかのパラトラ
ンジットシステムにおいて起っている。
サービス供給水準の問題を述べる時に，ワシン
トンの都市協会の主任研究員であるロン・カー
ピー (RonKirby)は次のように述べた。「ほとん
どの場合，需要が供給を上まわっている…しばし
ばサービスは限界で，全く信頼できないものであ
る。これが需要を減少させるひとつの方向である。
需要は本質的には，電話を利用して申込むことに
よりはじめて供給されるものである。システムを
利用するのは大変困難である。j彼はさらにつづ
けて，ついには，利用者は電話をかけるのをあき
らめ，こうして「需要を減退させるjことになる。
組織だった運行によるデモストレーション・プ
ログラム (SMDP)のパラトランジットとスペシャ
ルサ-l!スの主任であるジム・パンツりim
Bantz) は，著者との会話で同様な問題にふれて
次のように述べた。「車いすの使用者が，サービ
スの拘束を受けない場所は 1つも知らない。」
カルトランズ (Ca1trans)プロジェクト計画に
おける著者の研究 (author'syear of research)の
聞の障害者との会話で，上記のことがらは確かめ
られた。サンフランシスコ市の車いす使用者は，
しばしば，信用できないパラトランジットを呼ぶ
のを拒否した。いろいろな都市の他の人たちも，
この考えに響銘した。現在の供給源としてのパラ
トランジットは，車車両を利用できない障害者の必
要性とそれを満たしていると考えられるゴールか
らはほど遠い。
7. 結論
少数者が必要としているものは，政治的な力が
無い場合には，杜会において不公正と思われる，
法や政策の変更をすることはめったにできない。
この考え方は，障害者が，日常使うことのできる
公共交通手段を確保しようとするさいの努力にも
あてはまる。ここ10年前まで[1970年以前1は，
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表-9 一回乗車あたりの費用予測(1トリップにつき)
発 A..投下資本あるいは車絹の償却費用
B.・事務経費 0・・・全コストが合まれている
c …ドライパーの給与 E..役立たない
現在の状態[リフト装着などがないことIで利用
することのできない障害者のための公共交通とい
うものは存在しなかった。交通システムは，健常
者によってのみ使えるように設計されてきた。
障害者は彼らの市民権を獲得するための出発点
に立っている。この研究では，政治的，経済的そ
して個人的な考えにより，障害者が公共交通を利
用する権利を否定することによって利益が得られ
ると考えられる特定の利害団体パス会社などに
よって不正確なデータそして，改ざんされたデー
タが使われているということを指摘している。
障害者は彼らにとっての交通施設の不足[利用
できない]というものを，彼等自身の政治的運動
によって社会に認識させようとしてきた。そして
彼らは法律を整備していくために大きな行動を開
始した。この10年間に成立した一連の法律は，障
害者を考慮した交通施設を整備するための法律の
骨格形成の重要な時期であった。
公共交通のアクセシピリティの改善には，階段
を登ることのできない人のために乗降が可能な車
輔の新しい技術を必要としている。その為に必要
な昇降機(リフト)は設計されており，現在使用
されている。
この装置の設計とテストはつい最近行われた。
最初に開発された昇降機[リフトなど]は， 1977 
年に公共交通の車車両に取り付けられた。昇降の[高
低差を変更するための]ハードウェアの開発とそ
れを使ったアクセシブルな交通システムの実現は
比較的新しいので，その昇降材[高低差を変更す
るための機器，例えばリフトなど]の取り扱いと，
アクセシブルな交通の経費についての資料は，ま
だf言車貢のおけるものにはなっていない。
不完全なアクセシブル交通システムのデータか
らは，低い利用率を示す傾向がある。利用率のデー
タに使われている多くの交通システムは，初期に
開発した昇降機(リフト)が使われている。この
ように，低い利用率の統計は総合的にアクセシブ
ルでかつ信頼性がある交通システムの潜在的な利
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用率の水準を正確に反映していない。
信頼性の高い昇降材{高低差を変更するための
機器]を使用している交通システムから得られた
資料では，高い利用水準を示している。これは，
信頼性が高い交通システムであれば障害者の利用
も高くなることを示していよう。
アクセシブルな交通といった概念に先入観を
もって，あまり利用されてこなかった不完全なア
クセシブルな交通システムや信頼性の乏しい交通
システム[すなわちアクセシブルでない交通シス
テム]から得られたデータを用いることはさけら
れない。不正確で信頼性の乏しい低い利用率の資
料は，アクセシブルな公共交通の実現可能性を阻
む材料として使われてきたのにすぎない。これら
の資料の利用は小数グループ[障害者など]の市
民権の実現を危うくしている。
昇降材が路線パスに導入される以前は，パラト
ランジットシステムが運行されていた。もともと
は路線パスの代替手段として計画されたこれらの
パラトランジットシステムは，障害者によって試
乗された。ある人はパラトランジットシステムを
過渡的な交通手段として考えていたし，他の人は
パラトランジットシステムを路線パスの恒久的な
代替交通手段と考えていた。
障害者団体の多くの指導者は，パラトランジッ
トシステムが彼らの移動手段にある程度役に立つ
と考えているが，パラトランジットシステムは，
健常者に与えられている交通の整備水準に匹敵す
るほどの整備水準を提供し得ないであろうと主張
している。
24団体のパラトランジットシステムの研究は，
それが健常者に使われている交通システムの水準
よりもかなりf正いということを明らかにしてい
る。運転日や利用時間の制限，事前登録の必要性，
事前の予約， トリップ目的による優先順位といっ
たサービス水準は障害のある利用者をきびしく制
限した。また，その研究はパラトランジットシス
テムの費用効率を記録されたデータが初期投資，
車輔の償却経費，事務経費，そして少なくとも一
つの例に見られた運転手の給料といった費用算出
の要因をかなり欠落していたり，全体的に不正確
であることを指摘している。不幸にも，この種の
不正確なデータが障害者に対するパラトランジッ
トシステムの優位性を示すのに使われてきた。障
害者団体の市民権は，不正確なデータの利用に
よって部分的に否定されたのかもしれない。
技術は役立つのである。アクセシブルな公共交
通は，我々社会の中の大きなマイノリデイグルー
プに交通手段を提供することによってモピリティ
を与えることができる。合衆国に新たな，より保
守的な政治の台頭の傾向があれば，路線パスとパ
ラトランジットの不正確な収支と利用者数とが，
障害者にとって，最終的に達成可能な交通施設を
否定する材料に使われる可能性は極めて高いこと
である。
障害者にとってアクセシブルな交通施設につい
ての決定は，正確な情報に基づいていなければな
らない。我々の社会は，試されている。我々は，
障害者が彼らの市民権を取り上げられることを許
してはならないのである。
付録A一一ー交通を利用できない障害者の人口の構
成比を明らかにする際に行われた論争
の概要について
人口数による，交通を利用できない障害者の定
義は不明確であり，かつ議論の余地がある。 1970
年代の初期には，障害者のグループに対して人数
を特に明らかにするために行われた国家的な調査
というものは存在しなかったO
1970年代の調査は，働く能力に影響を与えるよ
うな健康や身体的な障害についてのデータが集め
られた。それは， 16才から64才の人に限定した調
査であった。調査は，人口の 5%のサンプルに対
して長たらしい形式の調査が行われた。
交通を利用できない障害者の数の予測の多く
は，その調査と国立保健統計センター (National
Center for Health Statistics)によって作成された
レポートから明らかにされた。この保健について
のレポートは，障害者の発生率に関連したもので
あった。これは，公共交通システムの利用できな
い障害者の割合に特に関連したものではなかっ
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た。
米国公共交通協会 (APTA) の研究は，正確な
データ基礎の欠如を指摘している。
都市大量交通庁 (UMTA) は，連邦政府
の機関と，特定のハンディキャップを
持ったグループに奉仕している民間団体
と一緒に，広範囲にわたって行われた。
しかし，この政府機関，団体は，様々な
ハンディキャップを持った人たちのグ
ループの規模についてのほとんどもしく
はごく一般的な情報しかもっていない。
正確な統計資料を与えるために，グレイ広告会
社 (GreyAdvertising Company) では，障害者の
様々な地域の交通ニードを決め，交通に関連する，
地域の対象人口を明らかにする研究を実行するこ
とが選択されたO この研究は1978年に終わった。
交通の必要'性についてプロジェクトの資料の基礎
として多くの交通管轄区で使われている。交通
ニードを予測する手法的なアプローチは，交通の
専門家，障害者のメンバーそして都市大量交通庁
(UMTA)のスタッフによって，不調和で不釣合
なあまり良くないものではあるけれども考えられ
ている。
グレイの研究については，交通コンサルタント
である DennisCannonは，交通を利用できない障
害者の数を決定した後，その研究は歩車道の段差，
群衆の中での移動の困難，バス停のシェルターの
欠除，運転スケジュール，その他「パリヤーとな
る要素Jなど，利用できるシステムを実際に使用
する人の数を評価するために使うことを言及して
いる。アクセシブルな交通を利用する際に障害が
あることが示された人々は，潜在的な利用者とし
て差引かれている。
しかしこの手段は，調査情報よりもむ
しろ，仮定や定式的な考え方に根本的に
基づいている。たとえば，段差の存在が
彼らの移動の障害となっていることが示
された多くの障害者は，それにもかかわ
れず移動する。車いす使用者は，段差を
なくすことが考えられる以前は，コミュ
ニテイの中で移動するために，典型的な
例としては車道を利用したり，交差点ま
で車道を移動していた。車いす使用者が
段差をなくすことが最も都合が良いこと
に気づいたので，彼らが段差の解消なし
には路線パスのバス停留所に達すること
が不可能だと想定することは事実に基づ
いていない。
Cannonは，車いす使用者にとってた
とえばステップが克服できない障害であ
ることは明らかであるけれども，運行ス
ケジュールやドライパーにとっては迷惑
であるかもしれないし，他の人たちが交
通システムを利用する人の障害にはなら
ないのと同じように全ての障害物を，そ
の研究が調べ上げて指摘しようとしてい
る。
グレイの研究は，合衆国の人口の 5%が交通ハ
ンディキャップを持っていると推測している。こ
のうちの19%は公共交通機関を利用できず， 30% 
は困難を伴い，残る52%の人は従来の型の公共交
通を利用するには多少の困難を持っており，さら
に，その交通ハンデイキャップを持った 5%の人
だけが車いすを使用していることがわかった。
これらの少なく推定された数字は，継続して行
なわれている研究のアクセシブルな交通のための
費用算出根拠において使われてきた。 Cannonは
以下のことを指摘した。
逆にグレイ広告会社によって推定された
3%という数値は，現在公共交通機関を
{吏っている総人口に対する 4-5%とい
うのとかなり対照的である。 MarkBat-
tleとその仲間は，初期の研究では障害
者の40%が，もし公共交通機関が使える
のなら利用していたであろうことを予測
した。
グレイの研究は， 1979年の議会の予算当局のレ
ポートの中で，交通機関が利用困難な障害者に対
する交通経費を推定するさいに，議会によって使
われたデータの重要なもとになるものであった。
このレポートでは，交通施設の3つの代替モデル
が提案された。「パス等の計画Hタクシーの計画」
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そして「自動車の計画」。グレイはタクシーサー
ビス， リフト付パン，そして重度の障害者や肢体
不自由者のある層にリフト等の特別な装置を備え
つけたパンや車を購入するというその組合せが，
交通機関が利用困難な障害者に交通の機会を与え
るのにもっとも役に立ち，かつ経済的な方法であ
ることも結論付けている。
この研究には，見落とされた多くの要因がある。
リフト付等の車とパンの運行経費，車の維持管理
費，保険の費用といった経費は含まれていなかっ
た。保険は，障害者の車に対して2，500ドルとい
う高い経費がかかる。特殊な装置を装着した車の
維持には，一般の車よりお金がかかる。燃料費の
上昇のために，パンの運行経費は時々ひどく高く
なる。
パンや車を維持する能力は，以下調査の事実に
もかかわらず障害者に期待されている。
合衆国公衆衛生当局によって集められた
ハンデイキャッフ。を持った人たちは，彼
らが可能な活動の量と種類についてのあ
る種の制約があり，その人数は概ね
1，140万人である。そのうち510万人もし
くはそれの半分の人は5，000ドル以下の
世帯収入であった。
交通機関の利用困難な障害者について，より正
確な数字は1980年の調査から得られるであろう。
障害者自身や障害者に関連している組織は，合衆
国国勢調査当局に公共交通システムを障害者が利
用する能力に関連する特別の項目を含むように要
求している。1980年の国勢調査での項目の中には，
その人が公共交通を使う際に問題点があるかどう
かということを尋ねる質問も含まれている。一旦，
国勢調査からデータが校正されてまとめられれば
この情報は交通機関の利用困難な障害者をより正
確に推定することを可能としたかもしれない。不
幸にも，質問は再び16-64才までの人にのみ行わ
れた。
国勢調査のデータは，彼らが利用できるべき交
通システムを使っている人たちの割合を明らかに
する助けには依然としてならないであろう O 長い
期間サービスを提供してきた，総合的に利用しゃ
すく信頼のおける交通システムがなければ，この
数字は決して正確に予測されないであろう o 1970 
年のニューヨークの障害者の交通調査では，イン
タビューされた多くの人が， もし彼らが安い交通
費の交通機関を利用できたら，ということを少し
も考えていなかったことがわかった。調査と経済
指標を使うことは，アクセシブルな交通施設を役
立てるような選択範囲を社会学的な決定要因が含
まれていない障害者グループにあてはめた時，無
駄なものになってしまうかもしれない。
用語の説明(訳者による)
Accessible (アクセシブル)
使い易い，近づきやすいこと。本論文で取扱
うアクセシプルとは，ハンディキャップ者が交
通機関を利用できるように配慮することであ
る。具体的には，例えば高低差を克服するため
のエレベータ設置やリフトの装着などを行なう
ことである。また，構造的な配慮以外にも，広
義な意味では，交通機関を使いやすくする工夫
として情報システムの整備や利用への経済的補
助も含まれる。
Paratransit (パラトランジット)
語源は東南アジアに古くからあるジートニー
(マニラなど， 1915年)などから命名したもの
である。ジートニーは運行路線をもちつつ利用
者の希望に応じである程度自由に乗降できるシ
ステムである，アメリカではバンプール(都市
と郊外聞を乗用者の相乗によって通勤するシス
テム)などが1960年代に試みられ，これらが，
障害者，老人用に応用されたものである。現在
のパラトランジットは，障害者，老人に対して
電話などによる事前予約によってドアトードア
サービスを提供しているものが大多数である。
Transbus (トランズパス)
障害者・老人の利用を考慮した低床式パスに
スロープを設置したパス。
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Passive Lift (パッシブリフト) Main Streaming (メインストリーミング)
路線パスにリフトを付ける場合にパスのス
テップとパスのリフトを同ーの乗降口に設置し
たタイプのパスである。
付録-8 略語リスト
L1ST OF A8BREVIATIONS 
本流。健常者と障害者と区別することなく同
じ流れとして考えること。シアトルの交通計画
はメインストリーミングの考え方により障害
者・老人と健常者を一切区別してない。
ACCD American Coalition of Citizens with Disabilitiesアメリカ障害者市民連合
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